
報告事項１（意見聴取） 

平成 30 年２月定例府議会提出予定の議案について 

平成 30 年２月定例府議会に提出予定の、歳入歳出予算のうち教育に関する事

務に係る部分その他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経るべ

き事件の議案について、次のとおり報告し、委員会に意見を求める。 

平成 30 年２月 16 日 

○予算案 

１ 平成 30 年度大阪府一般会計予算の件（教育委員会関係分）

２ 平成 29 年度大阪府一般会計補正予算の件（教育委員会関係分） 

〇事件議決案 

 １ 大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励費貸付金に関す

る債権放棄の件 

○条例案 

 １ 大阪府立学校条例一部改正の件 

 ２ 府費負担教職員定数条例一部改正の件 

 ３ 大阪府福祉行政事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件 

 ４ 大阪府認定こども園の認定の要件並びに設備及び運営に関する基準を定

める条例一部改正の件 

 ５ 大阪府文化財保護法に基づく事務に係る事務処理の特例に関する条例一

部改正の件 

＜参考＞ 

 〇今後の予定 

   ２月 16 日以降 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29 条の規

定に基づく知事からの意見聴取 

   ２月 22 日   意見聴取に対する回答期限 

   ２月 23 日   ２月定例府議会本会議開会 
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 〇地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

  （教育委員会の意見聴取） 

   第 29 条 地方公共団体の長は、歳入歳出予算のうち教育に関する事務に

係る部分その他特に教育に関する事務について定める議会の議決を経

るべき事件の議案を作成する場合においては、教育委員会の意見をき

かなければならない。
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確かな学びを育む学校づくり推進事業費 

【事業目的】 

府内公立小・中学校のうち、学力向上に積極的に取り組む学校を指定し、学校全

体で言語活動を充実させ、より一層の授業改善をすすめるなど、子どもたちに「学

びに向かう力」を育み「確かな学力」の定着を図る。 

【平成 30年度当初予算額】   １９，０７６千円（大阪教育ゆめ基金活用） 

【事業内容】

（１）対  象  府内８２小学校、４１中学校を事業対象校として指定 

（政令市を除く） 

（２）期  間  ２０１８（平成３０）年度～２０２１年度 

（３）内  容 

① 事業対象校は、担当教員を位置づけ、「学校活性化計画」（学力向上に向け

た具体的な取組みや目標等を記載した年間計画）を基に、府提供教材等を

活用して、学力課題の解決に取り組む。 

② 市町村教育委員会は、事業対象校を当該市町村の拠点校として位置づけ、

支援を行い、取組みのノウハウや成果を所管全校に普及・定着させ、学力

向上につなげる。 

③ 府教育庁は、教材開発と提供、教材を活用した「実践事例集」を発行する。 

④ 府教育庁訪問支援チームは、市町村教育委員会の行う学校支援の取組みを

活性化するための支援と進捗管理を行う。 

⑤ フォーラム等を開催し、事業対象校の優れた取組み等を府内の小・中学校

に普及する。 

主要事業 １ 
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高校における英語力の養成 

【事業目的】 

府立高校７校に対し、SET（Super English Teacher）によるTOEFL iBT を扱った

授業を導入し、府立高校生の英語４技能（読む・聞く・話す・書く）の引き上げを行う。 

また、高校生の英語４技能の中で最も改善が必要とされるスピーキング力を向上させ

るため、スピーキング教材とスピーキングテストの開発、またスピーキング指導を推進

する教員育成を行い、全府立高校において授業改善を図る。 

さらに、平成 30 年度から、ネイティブ英語教員を府立高校 30 校目標に順次配置す

る。 

【平成 30年度当初予算額】  18,322千円  

【事業内容】 

（１）骨太の英語力養成事業費  4,937千円 

TOEFL iBT を扱った授業を導入し、高校３年間で英語４技能を英語圏の大学で修学

できるレベルに引き上げる。 

・対  象：７校 

・事業内容：SET（Super English Teacher）によるTOEFL iBT 授業、英語科教員

対象の研修（２２校）など 

スケジュール 

H26 H27 H28 H29 H30 

 ※ＳＥＴ   ・TOEFL iBT等を活用した英語教育の授業を担当、指導方法・教材開発、人材育成 

   ・特定任期付職員として採用（任期は、原則３年） 

 ※ネイティブ英語教員 ・高度な言語活動を含む４技能統合型授業により高い英語力及び論理的思考力を 

養成 

 （平成３０年度から）・一般教員として定年まで任用（定数内） 

  ・「骨太の英語力養成事業」対象校、国際教養科設置校（５校）含め30校目標に 

               順次配置 

  ・教員免許の有無は問わない（特別免許を付与） 

（２）英語教育推進事業費  13,385千円 

CEFR※に応じたスピーキング教材とスピーキングテストを開発し、全府立高校に提

供する。また、スピーキング指導を推進する教員育成により英語科教員の指導力を高

める。 

・対  象：府立高校 

・事業内容：スピーキング教材及びスピーキングテスト開発、英語科教員対象の研修、 

大阪府英語教育施策検討会議（仮称）など 
（※CEFR…語学力のレベルを示す国際標準規格） 

主要事業 ２ 

iBT 導入準備 iBT 授業開始（H27～１０校、H28～７校）  

SET １０校に配置（任期：原則３年） 

SET ７校に配置（任期：原則３年） 

・iBT 特設レッスン ・iBT チャレンジ支援 ・生徒の海外研修派遣 ・教員研修 

ﾈｲﾃｨﾌﾞ英語教員 
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子どもの体力づくりサポート事業費 

【事業目的】 

・運動やスポーツをすることが「楽しい・好き」という子どもを増やし、幼少期

から運動習慣を確立させ、体力向上をめざす。 

（平成２９年度までは小学３、４年生を対象、平成３０年度は幼少期を対象） 

   ・教員の指導力向上を図る。 

【平成３０年度当初予算額】 ３,１９０千円（大阪教育ゆめ基金活用） 

【事業内容】

１ 外部指導者（専門家）が幼児及び小学校低学年を指導（７カ所） 

小学校とその近隣の幼稚園、保育所が協力して体力づくり、運動習慣の定着に取

り組む学校園に、専門的な技術指導力を備えた外部指導者を派遣し、その指導方法

を授業等で系統的に活用することで、子どもの体力向上を図る。 

２ 学校園行事などでのダンス・体操取り組み支援（９市町村） 

府が作成したダンス・体操ツールを定着させ、子どもたちの自発的な運動を推進

するため、指導者を派遣する。 

3 市町村指導者育成研修会（３回） 

教員の授業力向上を図るため、これまでのサポート事業のノウハウをまとめた実

践事例集を活用した研修会を市町村指導主事や講師となる教員を対象に実施する。 

４ 新体力テスト実施支援のため大学生等を派遣 

大学生等を地域の小学校に派遣し、子どもに新体力テストの種目の基本動作等の

説明や意識づけを行い、子どもの持つ能力を最大限に発揮させられるよう支援する。 

主要事業 ３ 
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小中学校生徒指導体制推進事業費 

【事業目的】 

府内小中学校の千人当たりの暴力行為の発生件数は極

めて深刻な状況〈※〉。生徒指導のノウハウを小中学校で共

有することにより、中学校区での指導体制を整え、府内に

おける生徒指導上の課題を減少させる。 
〈※〉暴力行為発生件数/千人（H28） 

【平成３０年度当初予算額】 350,743千円 

【事業内容】 

（１）対 象：暴力行為発生件数が多い府内125中学校区     

（政令市を除く） 

（２）期 間：２０１７（平成２９）年度～２０１９年度 

（３）内 容： 

① 中学校区単位による生徒指導体制の確立 

・ 中学校１２５校に、非常勤講師（１８時間）を配置 

・ 課題の大きい小学校８０校に、小学校アドバイザー（校長OB）やSSWサ 

ポーター（教員OB等）を配置 

② 府教育庁による訪問指導・助言 

③ 市町村における地域や関係機関と連動した支援の実施 

○福祉部局と連携した支援体制の構築 

○実施校の実情に応じた支援人材の配置 

○定期的な訪問による進捗管理及び指導助言 

○域内の小中学校への事業効果の普及 

市町村の取組み府の支援 

中学校 ◇非常勤講師（125 校） 

小学校 

◇小学校アドバイザー（校長 OB）（10 校） 

◇SSW サポーター（教員 OB 等）（70校）  

【SSW サポーターの役割】 

ＳＳＷとの連携のもと、日常的な関わりによ

る支援（週３回） 

・児童への個別指導や支援、保護者への支援 

・教員への指導・助言     

（いずれも各年 7 月末時点比較） 

【小学校 全国  3.5件 府  5.4件】 
【中学校 全国 9.2件 府21.2件】

府域事業実施校暴力行為発生件数

主要事業 ４ 
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（比較可能な30校の件数）
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課題を抱える生徒フォローアップ事業費 

【事業目的】 

貧困をはじめとする課題を抱える生徒が多く在籍する学校において、課題を早期発見し、

福祉、医療等の社会資源へとつなげることで学校への定着を図り、中退者を減少させる。 

生徒の抱える課題は様々であるため、学校のニーズに適切に応えるべく、①居場所※設置

型と②スクールソーシャルワーカー（以下：ＳＳＷ）集中配置型で取組む。 

※学校生活で孤立するなど、課題を抱える生徒が気軽に訪れ、外部の人と話をすることができる NPO 等が運営

する場所。

【平成３０年度当初予算額】 １９，７７０千円 

【事業内容】 

１ 居場所設置型：民間支援団体（NPO 等）と連携して居場所を設置し、支援が必要になりそ

うな生徒を早期発見し、登校の動機づけをSSWと共に行う。 

２ SSW 集中配置型：SSW を集中的に配置し、外部専門家の助言を受けながら、教職員との

連携により生徒を支援する。 

福祉窓口

病院

警察

子ども家庭
センター

地域・企業

ハローワーク

ＮＰＯ

社会資源

教 職員

専門人材
(SSW)

外部専門家
（弁護士・医師等）

連 携

学校
２ SSW集中配置型

専門人材等
(SSW等)

居場所
（ＮＰＯ等）

連 携

学校

１ 居場所設置型

連
携

月1～2回程度

週1回程度

相
談

助
言

連 携

教 職員

主要事業 ５ 
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府立高等学校再編整備関連事業費 

【事業目的】 

「大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画」（H26～30 年度）に基づき、

府立高校の再編整備を推進する。 

【平成30年度当初予算額】 233,156千円 

【事業内容】 

（１）府立高等学校再編整備事業費《一部新規》 227,570千円

①機能統合による再編整備の推進《新規》 4,506千円 

    柏原東高校と長野北高校の特色ある取組みをそれぞれ八尾翠翔高校と長野高校に 

継承・発展させる機能統合を実施するため、必要となる施設整備を行う。 

   ＜八尾翠翔高校＞ 

    ・グループラーニングルームの整備 
大教大の学生や地元中学生等と連携した授業に活用するための部屋を整備 

    ・文化交流室の整備 等 
大教大の留学生と茶道や生け花など日本文化の体験活動を通した交流を行うための部屋を整備

    ＜長野高校＞ 

    ・地域連携ルームの整備 
地域住民（乳幼児と保護者、高齢者等）との交流体験型授業を実施するための部屋を整備  

    ・図書室の機能の充実 
「郷土学」の授業のグループ発表に活用（ICT機器配備） 

  ②その他 223,064千円 

    ・エンパワメントスクール（8校）の運営 
H30開校 2校（淀川清流・和泉総合）の施設整備・教具調達、SSW等の配置など 

    ・総合学科及び普通科専門コース設置校への改編 
実習室等の整備、専門科目用・進学支援用教具等の調達など 

    ・閉校関連業務 等 
H30年度末の閉校(西淀川)に伴い必要となる教材教具の移設、薬品等の処分、記念室の設置等 

（２）能勢高等学校再編整備事業費  5,586千円

○豊中高校能勢分校へのネット教室の導入 
    本校・分校間の授業、行事などの連携・交流をより 
    効果的に行う手法として「ネット教室」を導入・ 

運用する。 

① ネット教室用機器リース料及び通信回線使用料 
（7か月分） 

   ②豊中高校能勢分校の教室改修 

主要事業 ６ 

[教育委員会会議（H29.11.17）議決：機能統合により再編する学校＞ 

・柏原東高校が大阪教育大学との間で培ってきた緊密な連携関係（大学生による進学向け講習の 

学習補助など）を八尾翠翔高校へ継承。 

・長野北高校が取り組んできた「郷土学」やあいさつ運動への参画など地域と連携した実践を 

長野高校へ継承。 

（理由）柏原東高校、長野北高校の在籍生徒の主たる居住地の行政区における今後の中学校卒業者数

が減少傾向にあることから、志願者数の改善が見込めない状況。機能統合という手法で再編

整備を行うことが最も教育的効果を高めることになると判断した。 
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部活動指導員配置事業費≪新規≫ 

【事業目的】 

・教員の時間外勤務を軽減することを目的に、部活動の指導や大会への引率を行う 

部活動指導員を府立学校にモデル的に配置する。 

    ・国の補助金事業を活用することにより、部活動指導員を中学校に配置する市町村

に対して補助を行う。 

【平成３０年度当初予算額】 １６，８４２千円 

【事業内容】

１ 府立学校への部活動指導員の配置（１０名） 

府立学校10校に対しモデル配置する。 

２ 部活動指導員を配置した市町村への補助（１６名） 

 国の補助事業の要件を満たす部活動指導員を配置した市町村に対して、補助対象額

の１／３の補助を行う。 

（国が示す部活動指導員の職務） 

 ○実技指導  

○安全・障害予防に関する知識・技能の指導  

○学校外での活動（大会・練習試合等）の引率 

○用具・施設の点検・管理 

○部活動の管理運営（会計管理等）  

○保護者等への連絡  

○年間・月間指導計画の作成  

○生徒指導に係る対応 

○事故が発生した場合の対応 

主要事業 ７ 
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（ 一 般 会 計 ）

事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要

＜市町村とともに小・中学校の教育力を充実します＞

271,713

―

(258,152)

19,076

―

(45,820) 　　　　　　　　　　　　　　　　【1-4ページ主要事業１　参照】

（大阪教育ゆめ基金活用）

（ 一 部 再 掲 ） ○小学校（３年生以上）－国語・算数・理科・外国語

○中学校－国語・数学・理科・外国語

習 熟 度 別
指 導 推 進 事 業 費 （教職員定数で計上）

　府内小・中学校の児童生徒の学力向上を図るため、学校の状況にあ
わせて、習熟度別指導を行う。

平成３０年度　 事 業 概 要（教育庁）

H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

中 学 生 学 び
チ ャ レ ン ジ 事 業 費

　生徒の学力状況を把握、分析・検証することにより、学習内容の着
実な理解と教育活動（指導・評価）の改善・充実に生かすとともに、
府内における調査書の評定の公平性を担保することを目的に中学生を
対象とした学力調査を実施する。

確 か な 学 び を 育 む
学校づくり推進事業費

　府内８２小学校・４１中学校を事業対象校に指定し、子どもたちに
「学びに向かう力」を育み、「確かな学力」の定着を図る。
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

＜公私の切磋琢磨により高校の教育力を向上させます＞

4,937

―

(12,308)

　　　　　　　　　　　　　　　　【1-5ページ主要事業２　参照】

13,385

―

(12,795)

外国語指導員等による 435,049

語 学 指 導 充 実 費 ―

(434,928)

○外国人英語指導員の配置〔ＮＥＴ〕　７８名

○外国人英語講師の派遣〔Ｔ-ＮＥＴ〕 ５４校

29,214

―

(30,111)

実 業 教 育 充 実 事 業 費 20,065

―

 (47,231)

6,346

―

(6,346)

33,764,614 ○高校生就学支援金事業費

―

(34,447,627)

○高校生奨学給付金事業費

○特別支援教育就学奨励扶助費
  特別支援学校高等部に在籍する生徒の保護者などの経済的負担を軽
減するため、ＩＣＴ機器購入費等の就学奨励費を支給する。

長 期 入 院 生 徒
学 習 支 援 事 業 費

　病気・ケガなどによる入院のために長期間登校できないが、就学の
意思を強く持ち学習意欲がある生徒の学習を支援する。

就学支援金関連事業費
　府内の高校に在籍する年収が概ね910万円未満世帯の生徒の授業料に
充てるため就学支援金を支給する。また、本事業の補完として、府立
高校で留年により修業年限までに卒業できなかった就学支援金対象者
のうち、所定の要件を満たし12か月以内に卒業の見込みがあると校長
が認めるものに対し授業料を免除する。

　高校生を扶養する府内在住の非課税世帯の保護者に対して、授業料
以外の教育費負担を軽減するため、奨学給付金を支給する。

英 語 教 育 推 進 事 業 費
　高校生の英語４技能の中の最も改善が必要とされるスピーキング力
を向上させるため、全府立学校において授業改善を図るとともに、
「大阪府英語教育施策検討会議（仮称）」を設置し、専門的な見地か
ら調査や検討を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　【1-5ページ主要事業２　参照】

　外国語教育を充実し、英語等によるコミュニケーション能力や国際
感覚豊かな高校生を育成するため、府立高等学校への英語指導等を行
う外国人英語指導員の配置及び語学学校等に勤務する外国人英語講師
の派遣を行う。

グローバルリーダーズ
ハイスクール支援事業費

　グローバルリーダーズハイスクールにおいて、知識を基盤とするこ
れからのグローバル社会をリードする人材を育成する。また、各校が
実施する特色ある取組みを支援するとともに、外部有識者による評価
を行う。

　将来の大阪の産業を担う技術者として工科高校等の生徒を育成する
ために、老朽化により精度が低下した設備や安全性の確保が困難な設
備の更新や、企業との連携による技術・技能研修を実施する。

骨太の英語力養成事業費
　府立高校生の英語４技能（「読む」「聞く」「話す」「書く」）
を、高校３年間で英語圏の大学で修学できるレベルに引き上げるた
め、府立高校７校においてＴＯＥＦＬ ｉＢＴを扱った授業を行う。
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

広 報 強 化 推 進 事 業 費 15,293

（大阪教育ゆめ基金活用） ―

(15,293)

24,854

―

（ 一 部 再 掲 ） (13,590)

1,704 　府立中学校（併設型中高一貫校）の入学者選抜を実施する。

―

(1,897)

227,570

―

(286,327)

5,586

―

(3,147)

社 会 人 等 活 用 推 進 費 136,898

―

(136,293)

○学校支援社会人等指導者の活用（高等学校、支援学校）

○特別非常勤講師の活用（高等学校）

能 勢 高 等 学 校 再 編
整 備 事 業 費

  府立能勢高校の分校化に伴い、本校・分校間の効果的な連携を図る
ため、ネット教室の運用を行う。
                             【1-9ページ主要事業６　参照】

　地域や社会で活躍する優れた技能や専門的な知識を有する人を「学
校支援人材バンク」に登録し、指導者として学校教育に広く活用す
る。

　進学フェアを開催し、中学３年生やその保護者に各校の魅力をア
ピールするとともに2019年度入学者選抜制度について説明を行う。

併 設 型 中 高 一 貫 校
運 営 事 業 費

　府立中学校（併設型中高一貫校）の運営を行う。

府 立 中 学 校
入 学 選 抜 費

府 立 高 等 学 校 再 編
整 備 事 業 費

　府立高等学校の再編整備を推進する。
○エンパワメントスクールの設置運営
　エンパワメントスクールの設置運営にあたり、生徒支援を充実する
ためのＳＳＷ等の専門人材の配置、「学び直し」「わかる授業」を徹
底するための無線LAN環境整備、生徒の進路に応じた専門科目の充実に
必要となる実習設備等の整備等を行う。
○閉校関連業務
　閉校に伴い必要となる教材教具等の移設や薬品等の処分を行う。
○機能統合による再編整備
　再編整備対象校の特色ある取組みを統合先となる高校に継承し、教
育内容のさらなる充実・発展のために必要となる施設整備を行う。
○普通科総合選択制から総合学科、普通科専門コース設置校への改編
　総合学科、普通科専門コース設置校への改編にあたり、生徒の希望
する進路を実現するために必要となる実習設備や進学支援用教具等の
整備を行う。

　　　　　　               　【1-9ページ主要事業６　参照】
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

＜障がいのある子ども一人ひとりの自立を支援します＞

府 立 支 援 学 校 2,818,344 ○通学バス297台

通 学 バ ス 運 行 事 業 費 ―

(2,710,633)

市 町 村 医 療 的 ケ ア 55,610

体 制 整 備 推 進 事 業 費 ―

(68,614)

市 町 村 医 療 的 ケ ア 12,627

実施体制サポート事業費 ―

≪ 新 規 ≫ (0)

高 度 医 療 サ ポ ー ト 14,059

看 護 師 配 置 事 業 費 －

(8,304)

医 療 的 ケ ア 実 施 体 制 3,384

構 築 事 業 費 ―

(2,561)

福 祉 ・ 医 療 関 係 7,397

人 材 活 用 事 業 費 ―

(7,397)

支 援 教 育 地 域 支 援 79,515

整 備 事 業 費 ―

(95,460) ○リーディングスタッフ　地域の小中学校等へ巡回相談等を実施

知的障がいのある生徒の 35,557

教 育 環 境 整 備 事 業 費 ―

(28,397)

○自立支援推進校　９校

　（園芸、柴島、阿武野、西成、松原、枚方なぎさ、八尾翠翔、

　　堺東、貝塚）

○共生推進校　８校

　（枚岡樟風、千里青雲、芦間、久米田、北摂つばさ、信太、

　　緑風冠、金剛）

 ※非常勤講師、学習サポーターを活用

　府立支援学校に在籍する高度な医療的ケアを必要とする児童生徒に
対応するため看護師を配置する。

　府立支援学校において、看護師・教員が安全安心に医療的ケアを必
要とする幼児児童生徒に対応できるよう、校内実施体制の充実を図
る。

　府立支援学校における教育の充実を図るため、福祉医療関係の専門
的な知識のある人材を特別非常勤講師として配置する。

　府立支援学校のリーディングスタッフ（府立支援学校教員）が十分
に活動できるよう非常勤講師の配置等を行う。

　知的障がいのある生徒の後期中等教育を充実するため、府立高等学
校に設置した自立支援推進校及び共生推進校において、「ともに学
び、ともに育つ」教育を推進する。また、府立なにわ高等支援学校を
本校とする新たな共生推進教室の2019年度設置に向けて、府立高校２
校に必要な施設整備を行う。

　小・中学校に在籍する医療的ケアを必要とする児童生徒に対応する
ため、看護師を配置する市町村に対し、その経費の一部を助成する。

　医療的ケアに関する講習会等の実施や学校看護職の普及・啓発、及
び医療的ケアを必要とする児童生徒の転入学に必要な施設改修等の整
備を行う市町村に対する初期費用の経費の補助。
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

特 別 支 援 教 育 指 導 費 22,920 　府立支援学校における教育内容、教育環境の充実を図る。

―

(23,059)

○発達障がい等のある小・中学校の児童生徒に対する支援体制充実の
  ための調査研究（３市）

交 流 及 び 共 同 学 習 3,869

推 進 事 業 費 ―

(3,297)

4,382

―

(4,384)

7,269

―

(8,419)

112,747

―

(113,495) ○エキスパート支援員（臨床心理士等）の配置

○学習支援員・介助員の配置

○看護師の配置

高 等 学 校 通 級 指 導 2,688

整 備 事 業 費 ―

≪ 新 規 ≫ (0)

通 級 指 導 担 当 教 員 等 3,208

専 門 性 充 実 事 業 費 ―

≪ 新 規 ≫ (0)

＜子どもたちの豊かでたくましい人間性をはぐくみます＞

350,743

―

(365,447) 　　　　　　　　　　　　　　　【1-7ページ主要事業４　参照】

障 が い の あ る 生 徒 の
高 校 生 活 支 援 事 業 費

　障がいのある生徒の個々の状況に即した学校生活や学習の支援を行
うため、専門的な知識を持つ人材等を配置する。

　通級指導教室を府立高校２校に設置し、発達障がい等のある生徒に
対し、学習上又は生活上の困難の改善・克服を目的とした指導を実施
する。

　通級指導教室設置校の教員に対して、高校での自立活動に相当する
指導に関する研修を実施し、支援教育力の充実を図る。

小中学校生徒指導体制
推 進 事 業 費

　生徒指導のノウハウを小中学校で共有することにより、中学校区で
の指導体制を整え、府内における生徒指導上の課題の減少を図る。

○各市町村就学指導委員会、府立支援学校入学対象者に対する就学指
  導<特別支援学校就学指導充実費>

○支援学校内において医療的ケアを教員が適切に実施するための法定
  研修

　府立支援学校と地域の小・中・高等学校の連携により、障がい者ス
ポーツ及び芸術・文化を通した交流及び共同学習の場をつくり、障が
い者理解を促進する。

教 育 課 程 改 善 事 業 費
　府立支援学校モデル校２校において、児童生徒の障がい状態等にあ
わせた指導方法の改善・充実と、障がいのある児童生徒の自立と社会
参加の推進をめざした教育課程への改編を目的に、小学部、中学部、
高等部の連続した系統性のあるキャリア教育及び職業教育を充実させ
る。

高 等 学 校 支 援 教 育 力
充 実 事 業 費

　自立支援推進校等の中から支援教育サポート校に指定した４校が、
障がいのある生徒の教科指導等のノウハウを当該地域の高等学校と共
有、活用を図る。

○医療的ケアの必要な児童・生徒のための宿泊学校行事への看護師の
  随伴<宿泊学校行事看護師付添費>
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

被 害 者 救 済 シ ス テ ム 3,815

運 用 事 業 費 ―

(3,815)

19,770

―

(22,943)

　　　　　　　　　　　　　　　【1-8ページ主要事業５　参照】

スクールカウンセラー 342,943

配 置 事 業 費 ―

(344,236)

ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル 30,718

ワ ー カ ー 配 置 事 業 費 ―

(30,718)

児 童 生 徒 支 援 27,048

対 策 事 業 費 ―

(34,421)

3,688 　教科化に向け多様で効果的な指導方法の研究に取り組む。

― ○小学校７校、中学校７校を実践推進校に指定し、事例集を活用した

(10,182)   多様で効果的な実践の推進

○道徳教育推進教師連絡協議会の開催

○道徳教育担当指導主事連絡協議会の開催

帰国渡日児童生徒放課後 3,947

学 習 支 援 事 業 費 －

(2,320)

帰国渡日児童生徒受入体制 4,267

整 備 支 援 事 業 費 ―

(4,320)

日 本 語 教 育 7,653

学 校 支 援 事 業 費 ―

(9,332)

5,000

―

（大阪教育ゆめ基金活用） (5,000)

府立博物館管理運営費 274,373 　府立の博物館の管理運営を行う。

― ○弥生文化博物館運営費

(276,695) ○近つ飛鳥博物館及び近つ飛鳥風土記の丘運営費

道 徳 教 育 推 進 事 業 費

　日本語指導が必要な児童生徒対象の放課後学習等を充実させること
で、当該児童生徒の学力向上と学習意欲の向上を図る。

　渡日して間もない外国籍児童生徒等が、日常の生活に必要な日本語
を早期習得するとともに、授業において必要な日本語指導を受けられ
るよう、受入体制整備を充実させる。

　日本語指導が必要な外国籍生徒等が在籍する府立高等学校に対し、
日本語・母語指導や生活適応指導等を行える教育サポーター等を派遣
する。

あいさつ運動推進事業費
　小中学校等において、愛さつＯＳＡＫＡのロゴマークやのぼり等を
活用したあいさつ運動を展開する。
　また、府立学校の児童生徒が行うボランティアや地域活動等に必要
な物品等を支援するとともに、顕著な取組みを表彰する。

　民間相談窓口を開設し、電話による相談及び面接相談を実施すると
ともに、児童生徒及び保護者の意向に即した支援を行う。

課 題 を 抱 え る 生 徒
フォローアップ事業費

　様々な課題を抱える生徒が在籍する学校において、課題を早期発見
し、福祉、医療等の社会資源につなげることで、学校への定着を図
り、中退者を減少させる。

　いじめや不登校などへのきめ細かな対応を図るため、児童生徒の心
のケアとモチベーションの回復や保護者等の悩みの相談等に効果的な
役割を果たすスクールカウンセラー（臨床心理士）等を中学校に配置
する。

　学校と福祉をつなぐ専門家として、スクールソーシャルワーカー等
を府内市町村に派遣し、子どもの生活環境に働きかけることにより問
題行動等の未然防止、早期対応・解決を図る。

　生徒指導上の課題を総合的に捉えた支援対策として、２４時間電話
相談の実施、いじめの対応や不登校児童生徒に対する支援、命に関わ
る重篤な事象や学校だけでは対応が困難な事象に対する支援に取り組
む。
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

文化財調査事務所運営費 15,510 　文化財調査事務所等の管理運営等を行う。

―

(15,108)

指定文化財等保存事業費 24,662 　国及び府指定文化財の保存修理等に対する助成等を行う。

― ○有形文化財保存修理費等補助金

(24,655) ○文楽協会補助金

府 立 図 書 館 運 営 費 821,779

―

(805,182)

社 会 教 育 施 設 運 営 費 68,069

―

(77,724) ○少年自然の家運営費

○少年自然の家施設設備改修事業費

＜子どもたちの健やかな体をはぐくみます＞

子 ど も の 体 力 づ く り 3,190

サ ポ ー ト 事 業 費 ―

（大阪教育ゆめ基金活用） (4,272)

　　　　　　　　　　　　　　　　　【1-6ページ主要事業３　参照】

ス ポ ー ツ 指 導 ・ 1,877

体 力 向 上 支 援 推 進 費 ―

（大阪教育ゆめ基金活用） (1,200)

○オリンピアンによるスポーツ教室（３０年８月予定）

○ジャンプアップ大会（３０年１１月予定）

○駅伝大会（３１年２月予定）

競 技 力 向 上 対 策 19,216

事 業 費 補 助 金 ―

(19,216) ○国体選手の強化事業助成等（４１競技）

○一般競技の強化助成費　　（１９競技）

　長期的・継続的な競技力の定着化を図り、本府スポーツのより一層
の普及・振興を図る。

　府立の図書館の管理運営等を行う。

○中央図書館　　資料収集、国際児童文学館の運営、設備改修、
                指定管理委託など

○中之島図書館　資料収集、ビジネス支援室の運営、耐震改修基本
                設計、指定管理委託など

　府立の社会教育施設の管理運営、設備改修等を行う。

　運動やスポーツをすることが「楽しい・好き」という子どもを増や
し、幼少期から運動習慣を確立させ、体力向上をめざすとともに、教
員の指導力向上を図る。

　子どもの体力向上の強化重点課題や推奨種目を定めるとともに、研
究協議やイベント等の開催により、小学校の体力づくりへの取組みを
推進する。
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

学 校 給 食 実 施 費 653,620

―

(546,590) ○府立支援学校給食調理業務委託

　箕面･八尾･和泉･吹田･富田林･茨木･佐野･泉南・豊中・北視覚

　難波・摂津・交野・泉北高等・岸和田・枚方・西浦・守口・思斉

　住之江・平野・生野・東住吉・東淀川・西淀川・光陽の各支援学校

　堺・だいせん高等・中央の各聴覚支援学校（２９校）

○給食センター委託事業

　交野支援四條畷校（１校）

○デリバリー給食実施　夜間定時制高等学校５校

○府立富田林中学校給食調理業務委託（１校）

○学校給食における安全性の確保

  ・府立学校給食用老朽備品の更新

  ・給食用食材の定期検査

＜教員の力とやる気を高めます＞

教 職 員 研 修 の 充 実 138,829 　教職員研修

 ― <府教育センターで実施予定の研修>

(148,997) 総合研修　　　　　８０講座

課題別研修　　　　６０講座

授業力向上研修　　９０講座

合　　計　　　　２３０講座

<各課で実施する研修>

　・初任者研修

　・キャリアアップ支援研修

教 職 員 採 用 選 考 費 26,783

―

(32,132)

○説明会・広報活動の充実等

○教員志望者及び合格者を対象とした事業の実施

　　・大阪教志セミナーの実施

　　・合格者対象セミナー（プレナビ）の実施

　　・教員チャレンジテストの実施（平成２６年度～）

教 職 員 資 質 向 上 方 策 42,504

推 進 事 業 費 ―

(42,785)

　府立支援学校、夜間定時制高等学校及び富田林中学校に学ぶ幼児児
童生徒の心身の健全な発達に資するため、安全・安心な学校給食を実
施する。

　熱意ある優れた教員を確保するため、教員採用選考テストのＰＲ活
動に力を入れるとともに、教員採用選考の一層の工夫・改善に努め
る。

　改正教育公務員特例法に基づき、「指導が不適切である」教諭等へ
の認定及び指導改善研修など具体的な対応を実施するとともに、地公
法、地教行法に基づき、教職員の意欲・資質能力の一層の向上と学校
の活性化をめざして、教職員の評価・育成システムを実施する。
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

＜学校の組織力の向上と開かれた学校づくりをすすめます＞

〔 教 職 員 定 数 〕 348,051,771 １．定数の状況　（人数は条例定数ベース（対前年比））

（ 一 部 再 掲 ） ― 小 学 校（義務教育学校の前期課程を含む）

(348,519,205) 　　　　　　　１７，４２３人 　（＋１３４人）

中 学 校（義務教育学校の後期課程を含む）

　　　　　　　１０，０９５人   （▲１７８人）

 府立中学校　  　　　　１７人   （＋３人）

高等学校　    　９，５４９人 　（▲２８６人）

特別支援学校　  ５，５２２人   （▲６６人）　　　　

   計      　 ４２，６０６人　 （▲３９３人）　　　

２．学級編制基準

　高等学校　　　　　４０人

　特別支援学校

　　・幼稚部　　　　  ６人

　　・小・中学部　　  ６人

　　・高等部(本科)　  ８人

　　・重複障がい学級  ３人

    ・訪問学級        ３人

学 校 経 営 推 進 事 業 費 31,473

―

(50,563)

206,804

―

(227,800)

教 育 総 合 相 談 事 業 費 19,684

―

(19,705)

○専用電話相談の実施

○２４時間相談窓口の実施

○教職員の悩みの相談の実施

○対面相談の実施

○カリキュラムNAVｉプラザの運営

938,618

―

(903,953)

　教育センターにおいて、様々な悩みを持つ子どもや保護者等に対
し、インターネット等の手法も活用し、効果的かつ効率的な相談を実
施する。

府立学校教育ＩＣＴ化
推 進 事 業 費

　府立学校において教職員が総務事務等を行う情報基盤の継続的かつ
安定的な運用を行うとともに、校務処理システムの継続的なメンテナ
ンスを行うことで、校務の情報化・効率化を図る。

　小学校（義務教育学校の前期課程を含む）
        　　１～２年生３５人、３ ６年生４０人
　　　　　　（支援学級 障がい種別ごとに８人）

　中学校（義務教育学校の後期課程を含む）
　　　　　　４０人（支援学級 障がい種別ごとに８人）

　学校経営を強化するため、予め指定した項目に関して、効果の見込
まれる事業計画を提案する学校に支援を行う。

校 長 マ ネ ジ メ ン ト
推 進 事 業 費

　学校経営計画に示された中期的目標に基づき、校長・准校長がその
権限と責任において学校経営を推進するため、校長・准校長のマネジ
メントに必要な予算措置を行う。
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

教 育 総 合 情 報 94,175

ネ ッ ト ワ ー ク 事 業 費 ―

(89,143)

学校情報ネットワーク 606,913

事 業 費 ―

(696,923)

学校情報ネットワーク 57,143

再 構 築 事 業 費 ―

(160,801)

16,842

―

≪ 新 規 ≫ (0)

＜安全で安心な学びの場をつくります＞

地域ぐるみの学校安全体制 11,764

整備推進事業費補助金 ―

(11,764)

府立学校老朽化対策費 1,802,448

―

(1,244,775)

学 習 環 境 改 善 事 業 費 2,565,166

―

(881,877)

部活動指導員配置事業費
　教員の時間外勤務を軽減することを目的に、部活動の指導や大会へ
の引率を行う部活動指導員を府立学校にモデル的に配置する。
　また、国の補助金事業を活用することにより、部活動指導員を中学
校に配置する市町村に対して補助を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　 　【1-10ページ主要事業７　参照】

　学校安全ボランティア（スクールガード）を活用した効果的な安全
体制を整備し、地域との連携を重視した学校安全に関する取組みを行
う市町村を支援する。

　老朽化した府立学校施設の改修を計画的に行い、良好な教育環境を
提供する。
○エレベータ改修工事　支援学校４校
○昇降機安全対策費 　 高等学校３１校３２基
○空調更新実施設計　　　　など

　老朽化した高等学校の１系統のトイレの全面改修を行い、早期に学
習環境の改善を図る。

○改修工事計画　２０１７（平成２９年度）～２０１９年度
○改修対象校　１０７校

　府立学校における情報通信ネットワークの基盤整備を行うことによ
り、ＩＣＴ教育の活性化や児童生徒の情報活用能力の育成を図るとと
もに、インターネット等を活用した研修の実施など、教育センターに
おける研修・研究機能の充実を図る。

　学校図書館を「学習情報センター」として情報通信機器を設置する
（高等学校）とともに、児童生徒がインターネットで情報収集ができ
るよう校内や教育センターと各学校とのネットワーク網の運用を行
う。

　平成２６～２９年度に再構築した学校情報ネット―ワークについ
て、新システムでの安定的な運用を行う。
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

府立学校耐震性能向上・ 4,104,575

大 規 模 改 造 事 業 費 ―

(1,593,776) ○耐震大規模改造事業

　耐震困難校舎の建替に伴う工事費・現校舎撤去費

○非構造部材の耐震化対策

　武道場の天井等の対策工事・設計

府 立 学 校 施 設 ・ 1,108,635

設 備 改 修 費 ―

(757,943) ○福祉のまちづくり関連整備

　　・エレベータ設置工事

　　・スロープ、手すりの設置、障がい者用トイレの設置

高 等 学 校 教 育 環 境 493,806

改 善 事 業 費 ―

(564,576)

○契約手法　一括業務委託方式
　契約期間　２９年度～３０年度（当初１５年度～２８年度）

　※設備更新準備として平成２９年度から２年間の契約延長を行う。

府 立 学 校 維 持 管 理 費 5,014,630 　府立学校における維持管理運営経費
― ○高等学校　１３６校（H29 138校）

(5,155,441) ○支援学校　　４４校・２分校

アスベスト対策事業費 20,184

―

(140,908)

臨海スポーツセンター 197,044
耐 震 等 改 修 事 業 費 ―

(10,729)

　耐震化が困難な校舎の改築、府立学校校舎の天井・照明器具等の非
構造部材の耐震化対策を行う。

　府立学校の施設・設備の改修や補修を行い、良好な教育環境の確保
を図る。

　夏季休業期間を中心に府立高等学校において行われている多様な取
り組みの教育効果を高めるとともに、さらなる教育環境の向上を図る
ため､普通教室等に導入した空調機により、快適な学習空間を提供す
る。

　吹付アスベストが存在する府立高校について、生徒・教職員の安全
を図るべく、校舎に使用されている吹付けアスベストの囲い込み等対
策工事の再度実施に向けて、2018（平成30）年度は2019年度工事の実
施設計を行う。

　府立臨海スポーツセンターにおいて各種改修工事を行う。
○３０年度　アイススケートリンク改修工事実施
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

＜地域の教育コミュニティづくりと家庭教育を支援します＞

65,466

―

(67,182)

＜私立学校の振興を図ります＞

私立高等学校等振興助成費 36,065,462

―

(36,343,409)

私 立 高 等 学 校 等 生 徒 19,234,557

授 業 料 支 援 補 助 金 ―

(19,545,363)

　　　　　　　　　　　　　　　　　【主要事業８　参照】

【一人当たりの補助単価】

○授業料支援補助金（府）

〔全日制〕（平成28年度以降の入学生）

　・標準授業料　58万円

　　年収区分（めやす）補助単価

　　 250万円未満　⇒283,000円（保護者負担 0円）

　　 350万円未満　⇒342,400円（保護者負担 0円）

　　 590万円未満　⇒401,800円（保護者負担 0円）

　　 800万円未満　⇒261,200円（保護者負担200千円）

　　 800万円未満（多子世帯）

　　　　　　　　　⇒361,200円（保護者負担100千円）

　　 910万円未満（多子世帯）

　　　　　　　　　⇒261,200円（保護者負担200千円）

345,100

―

(434,300)

○交付年額　100,000円　　対象者数　3,451人（見込み）

教育コミュニティづくり
推 進 事 業 費

　地域社会が一体となった教育コミュニティの取組みを一層進めるた
め、地域の実情に応じて市町村が行う学校・家庭・地域の連携協力に
よる様々な取組み（学校支援活動・おおさか元気広場・家庭教育支
援）を支援する。

  私立高等学校等の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減及び経営
の健全化を図るため経常費助成を行う。

  私立高等学校（通信制含む）及び私立専修学校高等課程に在学する
生徒に係る修学上の経済的負担の軽減を図り、進路選択時に自由な学
校選択の機会を提供するため、中間所得層までを対象に授業料支援補
助を行う。

私立中学校等修学支援
実 証 事 業 費 補 助 金

  年収400万円未満の世帯に属する私立小中学校等に通う児童生徒への
経済的支援に関し、授業料負担の軽減を行いつつ、義務教育において
私立学校を選択している理由や家庭の経済状況などについて、実態把
握のための調査を行う。

私立学校に関する事業であるため協議の対象外
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事　　業　　名 摘　　　　　　　　　　　要
H30財務部長内示額
H30知事復活要求額
(H29当初予算額)

千円

私立幼稚園振興助成費 12,495,839

49,046

(13,881,155)

【一人当たりの補助単価】※単価は仮単価

○経常費助成（学校法人立）

   一般助成  184,888円  （H29　184,888円）

   ３歳児特別助成

　　　　　　  13,500円  （H29　 13,500円）

○教育研究費助成（非学校法人立）

   一般助成 　55,400円  （H29   55,400円）

   ３歳児特別助成

　　　　　　   4,000円  （H29    4,000円）

○私立幼稚園特別支援教育助成

                    　　総額 1,071,336千円

○私立幼稚園預り保育助成事業

　　　　　　　　　　　　総額 456,544千円

○キンダーカウンセラー事業助成

              　　　 127園　　40,500千円

施設型給付費等負担金 5,731,398

―

(4,539,626) ○３～５歳児　１号認定　31,460人（見込み）

大 阪 府 育 英 会 助 成 費 783,396

―

(980,922) ○運営補助金　　　　総額682,756千円

私 立 学 校 耐 震 化 308,354

緊急対策事業費補助金 ―

(244,084)

  教育条件の維持向上、保護者負担の軽減及び経営の健全化を図り、
私立幼稚園の健全な発展に資するため、経常費助成を行うとともに、
特別支援教育事業などに対し助成を行う。

  子ども・子育て支援新制度に規定する特定教育・保育施設に係る施
設型給付費及び特定施設型給付費の支給に要する費用を負担する。

　教育の機会均等を図るため、(公財)大阪府育英会が行う奨学金貸付
事業等に対し助成を行う。

　私立学校での耐震化の早期実現化を図るため、補助事業を実施す
る。

私立学校に関する事業であるため協議の対象外
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１３億９，６２３万１千円

▲８７億９，６５１万２千円

５，３３２億１，９０１万４千円

５，２５８億１，８７３万３千円

※　第6号補正予算額については、定例的な各種事業費の増減に係るもの。

上段　補正額

中段　補正前予算額

下段　補正後予算額

事　　業　　名 事　業　内　容　の　説　明

997万4千円

0

997万4千円

13億8,625万7千円

0

13億8,625万7千円

教育庁  平成２９年度一般会計補正予算案の概要

補正後予算額

〔　一　般　会　計　〕

補正前予算額

第５号補正予算額

※第６号補正予算額
一般会計

第５号補正予算案の概要

府立支援学校老朽化対策費

事 業 費

Ｓ Ｎ Ｓ 活 用 相 談 体 制
調 査 研 究 事 業 費

  いじめなど様々な悩みを、ＳＮＳを通して幅広く受け止める相談体
制の構築のための調査研究を行う。

　老朽化した府立支援学校施設を計画的に改修を行い、安心、安全と
教育環境の改善を図る。
○外壁等改修工事　　　　　　支援学校４校
○空調更新工事　　　　　　　支援学校４校
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○事件議決案（１件） 

件     名 概          要 

１ 大阪府公立高等

学校定時制課程

及び通信制課程

修学奨励費貸付

金に関する債権

放棄の件 

大阪府公立高等学校定時制課程及び通信制課程修学奨励費貸付金

の債務者に対して、大阪府が有する債権を放棄することについて議決

を求めるもの。 

件  数：７件 

金  額：２４６，０００円及び 

当該貸付金に係る遅延損害金 

○条例案（５件） 

件     名 概          要 

１ 大阪府立学校条

例一部改正の件 

１ 府立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減並びに

国の定数改善等に伴い、府立学校の職員の定数を改正する。 

・中学校      １４人 →    １７人 

・高等学校  ９，８１０人 →９，５２５人 

・特別支援学校 ５，５７３人 →５，５０７人

施行予定期日：平成３０年４月１日 

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく学校運営協

議会を設置することに伴い、本条例に基づいて設置している学校協

議会を廃止等する。 

   施行予定期日：平成３０年４月１日 

３ 大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画に基づき、大

阪府立和泉総合高等学校及び大阪府立成美高等学校の学科を改編

する。 

施行予定期日：平成３０年４月１日 

４ 大阪府立大手前高等学校、大阪府立高津高等学校、大阪府立豊中

高等学校、大阪府立茨木高等学校、大阪府立四條畷高等学校、大阪

府立生野高等学校、大阪府立三国丘高等学校及び大阪府立岸和田高

等学校において、全日制普通科の募集を停止し、文理学科のみの募

集としたことに伴う所要の改正を行う。 

   施行予定日：平成３０年４月１日 

５ 大阪府立高等学校・大阪市立高等学校再編整備計画に基づき、大

阪府立柏原東高等学校及び大阪府立長野北高等学校を閉校する。 

    施行予定期日：規則で定める日 
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２ 府費負担教職員

定数条例一部改

正の件 

政令市を除く市町村立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級

数の増減並びに国の定数改善等に伴い、府費負担教職員の定数を改正

する。 

・小 学 校（義務教育学校の前期課程を含む。） 

１７，２８９人 →  １７，４８０人 

・中 学 校（義務教育学校の後期課程を含む。） 

１０，２７３人 →  １０，１０４人 

・高等学校           

２５人 →       ２４人 

 ・特別支援学校 

       １５人 →           １５人 

施行予定期日：平成３０年４月１日 

３ 大阪府福祉行政

事務に係る事務

処理の特例に関

する条例一部改

正の件 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関す

る法律の改正により、幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の

認定等の事務について都道府県から指定都市及び中核市へ移譲され

ることに伴い、当該事務を指定都市及び中核市が処理することとして

いる規定を削除する。 

施行予定期日：平成３０年４月１日 

（福祉部と共管） 

４ 大阪府認定こど

も園の認定の要

件並びに設備及

び運営に関する

基準を定める条

例一部改正の件 

幼稚園教育要領等の改正に伴い、規定の整備（条項ずれ是正等）を

行う。

施行予定期日： 平成３０年４月１日ほか

（福祉部と共管） 

５ 大阪府文化財保

護法に基づく事

務に係る事務処

理の特例に関す

る条例一部改正

の件 

八尾市の中核市移行に伴い、文化財保護法に基づく事務の一部を同

市が処理することとなるため、同市が処理することとなる事務につい

て、規定の整備を行う。 

  施行予定期日： 平成３０年４月１日 
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大
阪
府
条
例
第

号

大
阪
府
立
学
校
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

第
一
条

大
阪
府
立
学
校
条
例
（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
八
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で

示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。

改
正
後

改
正
前

（
学
校
経
営
計
画
）

第
七
条

（
略
）

２

（
略
）

３

校
長
は
、
学
校
経
営
計
画
を
定
め
る
に
当
た
っ
て

は
、
あ
ら
か
じ
め
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に

関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
百
六
十
二
号
）

第
四
十
七
条
の
六
に
規
定
す
る
学
校
運
営
協
議
会
（
以

下
「
学
校
運
営
協
議
会
」
と
い
う
。
）
の
意
見
を
聴
く

も
の
と
す
る
。

４

（
略
）

（
学
校
評
価
）

第
十
条

（
略
）

２

校
長
は
、
学
校
評
価
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
保
護

者
等
に
よ
る
学
校
運
営
に
関
す
る
評
価
（
学
校
教
育
法

施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
文
部
省
令
第
十
一
号
）
第

百
四
条
第
一
項
及
び
第
百
三
十
五
条
第
一
項
に
お
い

て
準
用
す
る
同
令
第
六
十
七
条
の
評
価
を
い
う
。
）
及

び
第
十
九
条
第
二
項
の
授
業
に
関
す
る
評
価
を
踏
ま

え
る
と
と
も
に
、
学
校
運
営
協
議
会
の
意
見
を
聴
い
て

行
う
も
の
と
す
る
。

第
十
二
条
か
ら
第
十
五
条
ま
で

削
除

（
学
校
経
営
計
画
）

第
七
条

（
略
）

２

（
略
）

３

校
長
は
、
学
校
経
営
計
画
を
定
め
る
に
当
た
っ
て

は
、
あ
ら
か
じ
め
第
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
学
校

協
議
会
の
意
見
を
聴
く
も
の
と
す
る
。

４

（
略
）

（
学
校
評
価
）

第
十
条

（
略
）

２

校
長
は
、
学
校
評
価
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
保
護

者
等
に
よ
る
学
校
運
営
に
関
す
る
評
価
（
学
校
教
育
法

施
行
規
則
（
昭
和
二
十
二
年
文
部
省
令
第
十
一
号
）
第

百
四
条
第
一
項
及
び
第
百
三
十
五
条
第
一
項
に
お
い

て
準
用
す
る
同
令
第
六
十
七
条
の
評
価
を
い
う
。
）
及

び
第
十
九
条
第
二
項
の
授
業
に
関
す
る
評
価
を
踏
ま

え
る
と
と
も
に
、
第
十
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
学
校

協
議
会
の
意
見
を
聴
い
て
行
う
も
の
と
す
る
。

（
学
校
協
議
会
）

第
十
二
条

保
護
者
等
と
の
連
携
協
力
、
学
校
の
運
営
へ

の
参
加
の
促
進
及
び
保
護
者
等
の
意
向
の
反
映
の
た

め
、
府
立
学
校
に
、
府
立
学
校
の
運
営
に
関
す
る
協
議

会
（
以
下
「
学
校
協
議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。

２

学
校
協
議
会
の
名
称
は
、
そ
の
置
か
れ
た
府
立
学
校

の
名
称
を
冠
す
る
も
の
と
す
る
。

３

学
校
協
議
会
の
委
員
は
、
校
長
の
意
見
を
聴
い
た
上

で
、
保
護
者
等
及
び
委
員
会
が
必
要
と
認
め
る
者
に
つ

い
て
、
委
員
会
が
任
命
す
る
。

４

学
校
協
議
会
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
協
議

を
行
い
、
校
長
に
対
し
て
、
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
で

き
る
。

一

学
校
経
営
計
画
に
関
す
る
事
項

二

学
校
評
価
に
関
す
る
事
項

三

教
員
（
教
頭
、
主
幹
教
諭
、
指
導
教
諭
、
教
諭
、

助
教
諭
、
養
護
教
諭
、
養
護
助
教
諭
、
栄
養
教
諭
及

び
講
師
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
授
業
そ
の
他
の

教
育
活
動
に
係
る
保
護
者
か
ら
の
意
見
の
調
査
審

議
に
関
す
る
事
項

四

前
三
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
校
長
が
必
要
と

認
め
る
事
項

（
報
酬
）

第
十
三
条

委
員
の
報
酬
の
額
は
、
日
額
八
千
三
百
円
を

超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、
委
員
会
が
定
め
る
額
と
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（
教
員
等
の
研
究
と
修
養
）

第
十
八
条

校
長
、
教
員
（
教
頭
、
主
幹
教
諭
、
指
導
教

諭
、
教
諭
、
助
教
諭
、
養
護
教
諭
、
養
護
助
教
諭
、
栄

養
教
諭
及
び
講
師
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
、
実
習
助

手
及
び
寄
宿
舎
指
導
員
は
、
教
育
活
動
の
実
施
に
当
た

り
、
保
護
者
等
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
つ
つ
、
幼
児
、
児

童
又
は
生
徒
に
と
っ
て
将
来
に
わ
た
っ
て
必
要
な
力

を
育
ん
で
い
け
る
よ
う
、
絶
え
ず
研
究
と
修
養
に
努
め

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
校
長
の
人
事
に
関
す
る
意
見
の
尊
重
）

第
二
十
条

委
員
会
は
、
職
員
の
任
免
そ
の
他
の
進
退
に

つ
い
て
、
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る

法
律
第
三
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
校
長
が
申
し
出
た

意
見
を
尊
重
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

（
略
）

（
指
導
が
不
適
切
な
教
員
に
対
す
る
措
置
）

第
二
十
一
条

校
長
は
、
教
員
の
授
業
そ
の
他
の
教
育
活

動
の
状
況
及
び
当
該
教
育
活
動
に
係
る
保
護
者
か
ら

の
意
見
に
つ
い
て
の
学
校
運
営
協
議
会
の
意
見
を
踏

ま
え
、
幼
児
、
児
童
又
は
生
徒
に
対
す
る
指
導
が
不
適

切
で
あ
る
と
認
め
る
教
員
に
対
し
指
導
を
行
う
と
と

も
に
、
必
要
に
応
じ
、
委
員
会
に
対
し
、
教
育
公
務
員

特
例
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
一
号
）
第
二
十
五
条

第
一
項
に
規
定
す
る
指
導
改
善
研
修
そ
の
他
の
指
導

の
改
善
を
図
る
た
め
に
必
要
な
措
置
（
以
下
「
指
導
改

善
研
修
等
」
と
い
う
。
）
を
講
ず
る
よ
う
申
し
出
る
こ

と
が
で
き
る
。

２
・
３

（
略
）

第
二
十
二
条

（
略
）

一

中
学
校

一
七
人

二

高
等
学
校

九
、
五
二
五
人

三

特
別
支
援
学
校

五
、
五
〇
七
人

す
る
。

２

前
項
の
報
酬
は
、
出
席
日
数
に
応
じ
て
、
そ
の
都
度

支
給
す
る
。

３

委
員
の
う
ち
府
の
経
済
に
属
す
る
常
勤
の
職
員
で

あ
る
者
に
対
し
て
は
、
報
酬
を
支
給
し
な
い
。

（
費
用
弁
償
）

第
十
四
条

委
員
の
費
用
弁
償
の
額
は
、
職
員
の
旅
費
に

関
す
る
条
例
（
昭
和
四
十
年
大
阪
府
条
例
第
三
十
七

号
）
に
よ
る
指
定
職
等
の
職
務
に
あ
る
者
以
外
の
者
の

額
相
当
額
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、
委
員
会
が

定
め
る
額
と
す
る
。

２

前
項
の
費
用
弁
償
の
支
給
に
つ
い
て
の
路
程
は
、
住

所
地
の
市
町
村
か
ら
起
算
す
る
。

３

前
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
委
員
の
う
ち
府
の

経
済
に
属
す
る
常
勤
の
職
員
で
あ
る
者
の
費
用
弁
償

の
額
は
、
そ
の
者
が
当
該
職
員
と
し
て
公
務
の
た
め
旅

行
し
た
場
合
に
支
給
さ
れ
る
旅
費
相
当
額
と
す
る
。

（
支
給
方
法
）

第
十
五
条

委
員
の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
の
支
給
方
法

に
関
し
、
こ
の
条
例
に
定
め
が
な
い
事
項
に
つ
い
て

は
、
常
勤
の
職
員
の
例
に
よ
る
。

（
教
員
等
の
研
究
と
修
養
）

第
十
八
条

校
長
、
教
員
、
実
習
助
手
及
び
寄
宿
舎
指
導

員
は
、
教
育
活
動
の
実
施
に
当
た
り
、
保
護
者
等
の
ニ

ー
ズ
を
踏
ま
え
つ
つ
、
幼
児
、
児
童
又
は
生
徒
に
と
っ

て
将
来
に
わ
た
っ
て
必
要
な
力
を
育
ん
で
い
け
る
よ

う
、
絶
え
ず
研
究
と
修
養
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

（
校
長
の
人
事
に
関
す
る
意
見
の
尊
重
）

第
二
十
条

委
員
会
は
、
職
員
の
任
免
そ
の
他
の
進
退
に

つ
い
て
、
地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る

法
律
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
百
六
十
二
号
）
第
三
十

六
条
の
規
定
に
よ
り
校
長
が
申
し
出
た
意
見
を
尊
重

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

（
略
）

（
指
導
が
不
適
切
な
教
員
に
対
す
る
措
置
）

第
二
十
一
条

校
長
は
、
教
員
の
教
育
活
動
の
状
況
及
び

第
十
二
条
第
四
項
第
三
号
の
保
護
者
か
ら
の
意
見
の

調
査
審
議
の
結
果
を
踏
ま
え
、
幼
児
、
児
童
又
は
生
徒

に
対
す
る
指
導
が
不
適
切
で
あ
る
と
認
め
る
教
員
に

対
し
指
導
を
行
う
と
と
も
に
、
必
要
に
応
じ
、
委
員
会

に
対
し
、
教
育
公
務
員
特
例
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律

第
一
号
）
第
二
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
導
改
善

研
修
そ
の
他
の
指
導
の
改
善
を
図
る
た
め
に
必
要
な

措
置
（
以
下
「
指
導
改
善
研
修
等
」
と
い
う
。
）
を
講

ず
る
よ
う
申
し
出
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
・
３

（
略
）

第
二
十
二
条

（
略
）

一

中
学
校

一
四
人

二

高
等
学
校

九
、
八
一
〇
人

三

特
別
支
援
学
校

五
、
五
七
三
人
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別
表
第
二
（
第
三
条
関
係
）

名

称

位

置

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
北
淀
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
清
水
谷
高

等
学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
桜
塚
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
春
日
丘
高

等
学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
島
本
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
八
尾
翠
翔

高
等
学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
泉
陽
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
堺
上
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
和
泉
高
等

学
校

（
略
）

別
表
第
二
（
第
三
条
関
係
）

名

称

位

置

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
北
淀
高
等

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
大
手
前
高

等
学
校

大
阪
市
中
央
区
大
手
前

二
丁
目

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
清
水
谷
高

等
学
校

（
略
）

大
阪
府
立
高
津
高
等

学
校

大
阪
市
天
王
寺
区
餌
差

町

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
豊
中
高
等

学
校

豊
中
市
上
野
西
二
丁
目

大
阪
府
立
豊
中
高
等

学
校
能
勢
分
校

豊
能
郡
能
勢
町
上
田
尻

大
阪
府
立
桜
塚
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
春
日
丘
高

等
学
校

（
略
）

大
阪
府
立
茨
木
高
等

学
校

茨
木
市
新
庄
町

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
島
本
高
等

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
四
條
畷
高

等
学
校

四
條
畷
市
雁
屋
北
町

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
八
尾
翠
翔

高
等
学
校

（
略
）

大
阪
府
立
生
野
高
等

学
校

松
原
市
新
堂
一
丁
目

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
泉
陽
高
等

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
三
国
丘
高

等
学
校

堺
市
堺
区
南
三
国
ケ
丘

町
二
丁

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
堺
上
高
等

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
成
美
高
等

学
校

堺
市
南
区
城
山
台
四
丁

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
和
泉
高
等

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
岸
和
田
高

等
学
校

岸
和
田
市
岸
城
町

1
-
2
9



第
二
条

大
阪
府
立
学
校
条
例
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線

で
示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
北
野
高
等

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
大
手
前
高

等
学
校

大
阪
市
中
央
区
大
手
前

二
丁
目

大
阪
府
立
高
津
高
等

学
校

大
阪
市
天
王
寺
区
餌
差

町

大
阪
府
立
天
王
寺
高

等
学
校

（
略
）

大
阪
府
立
豊
中
高
等

学
校

豊
中
市
上
野
西
二
丁
目

大
阪
府
立
豊
中
高
等

学
校
能
勢
分
校

豊
能
郡
能
勢
町
上
田
尻

大
阪
府
立
茨
木
高
等

学
校

茨
木
市
新
庄
町

大
阪
府
立
四
條
畷
高

等
学
校

四
條
畷
市
雁
屋
北
町

大
阪
府
立
生
野
高
等

学
校

松
原
市
新
堂
一
丁
目

大
阪
府
立
三
国
丘
高

等
学
校

堺
市
堺
区
南
三
国
ケ
丘

町
二
丁

大
阪
府
立
岸
和
田
高

等
学
校

岸
和
田
市
岸
城
町

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
堺
東
高
等

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
成
美
高
等

学
校

堺
市
南
区
城
山
台
四
丁

大
阪
府
立
和
泉
総
合

高
等
学
校

和
泉
市
富
秋
町
一
丁
目

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
桃
谷
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

備
考

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
北
野
高
等

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
天
王
寺
高

等
学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
堺
東
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
和
泉
総
合

高
等
学
校

和
泉
市
富
秋
町
一
丁
目

大
阪
府
立
桃
谷
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

備
考

（
略
）

改
正
後

改
正
前

別
表
第
二
（
第
三
条
関
係
）

名

称

位

置

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
大
塚
高
等

学
校

（
略
）

別
表
第
二
（
第
三
条
関
係
）

名

称

位

置

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
大
塚
高
等

学
校

（
略
）

1
-
3
0



附

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
の
規
定
は
、
規

則
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
長
野
高
等

学
校

（
略
）

（
略
）

（
略
）

備
考

（
略
）

大
阪
府
立
柏
原
東
高

等
学
校

柏
原
市
大
字
高
井
田

（
略
）

（
略
）

大
阪
府
立
長
野
高
等

学
校

（
略
）

大
阪
府
立
長
野
北
高

等
学
校

河
内
長
野
市
木
戸
東
町

（
略
）

（
略
）

備
考

（
略
）

1
-
3
1



大
阪
府
条
例
第

号

府
費
負
担
教
職
員
定
数
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

府
費
負
担
教
職
員
定
数
条
例
（
昭
和
二
十
七
年
大
阪
府
条
例
第
三
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示

す
よ
う
に
改
正
す
る
。

附

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

改
正
後

改
正
前

（
府
費
負
担
教
職
員
の
定
数
）

第
二
条

（
略
）

一

小
学
校
（
義
務
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
。
）

一
七
、
四
八
〇
人

二

中
学
校
（
義
務
教
育
学
校
の
後
期
課
程
を
含
む
。
）

一
〇
、
一
〇
四
人

三

高
等
学
校

二
四
人

四

（
略
）

（
府
費
負
担
教
職
員
の
定
数
）

第
二
条

（
略
）

一

小
学
校
（
義
務
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
。
）

一
七
、
二
八
九
人

二

中
学
校
（
義
務
教
育
学
校
の
後
期
課
程
を
含
む
。
）

一
〇
、
二
七
三
人

三

高
等
学
校

二
五
人

四

（
略
）

1
-
3
2



大
阪
府
条
例
第

号

大
阪
府
福
祉
行
政
事
務
に
係
る
事
務
処
理
の
特
例
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改

正
す
る
条
例

大
阪
府
福
祉
行
政
事
務
に
係
る
事
務
処
理
の
特
例
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
二
年
大
阪
府
条

例
第
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示

す
よ
う
に
改
正
す
る
。改

正
後

改
正
前

（
市
町
村
が
処
理
す
る
事
務
の
範
囲
等
）

第
二
条

児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十

四
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
第

十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
受
理
に
関
す

る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪

市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
守
口
市
、
枚
方
市
、

八
尾
市
、
羽
曳
野
市
、
藤
井
寺
市
、
東
大
阪
市
及
び
四

條
畷
市
を
除
く
。
）
、
町
（
島
本
町
及
び
忠
岡
町
を
除

く
。
）
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当

該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

２

法
、
児
童
福
祉
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生

省
令
第
十
一
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い

う
。
）
及
び
大
阪
府
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営

に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
（
平
成
二
十
四
年
大
阪

府
条
例
第
百
三
号
）
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲

げ
る
事
務
（
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
務

に
あ
っ
て
は
法
第
三
十
六
条
に
規
定
す
る
助
産
施
設

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
助
産
施
設
」
と
い
う
。
）
、

法
第
三
十
八
条
に
規
定
す
る
母
子
生
活
支
援
施
設
（
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
「
母
子
生
活
支
援
施
設
」
と
い

う
。
）
、
法
第
三
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
保
育
所

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
保
育
所
」
と
い
う
。
）
及

び
児
童
館
に
係
る
も
の
に
限
り
、
第
五
号
か
ら
第
七
号

ま
で
、
第
十
号
及
び
第
二
十
一
号
か
ら
第
二
十
三
号
ま

で
に
掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
府
以
外
の
者
の
設
置

す
る
助
産
施
設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
保
育
所
及
び

児
童
館
に
係
る
も
の
に
限
り
、
第
十
一
号
か
ら
第
十
五

号
ま
で
に
掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
法
第
六
条
の
三

第
九
項
か
ら
第
十
二
項
ま
で
若
し
く
は
第
三
十
九
条

第
一
項
に
規
定
す
る
業
務
を
目
的
と
す
る
施
設
で
あ

っ
て
法
第
三
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
若

し
く
は
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の

総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年

法
律
第
七
十
七
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
認
定
こ

ど
も
園
法
」
と
い
う
。
）
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
届

出
を
し
て
い
な
い
も
の
又
は
法
第
三
十
四
条
の
十
五

第
二
項
若
し
く
は
第
三
十
五
条
第
四
項
の
認
可
若
し

く
は
認
定
こ
ど
も
園
法
第
十
七
条
第
一
項
の
認
可
を

受
け
て
い
な
い
も
の
（
法
第
五
十
八
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
り
児
童
福
祉
施
設
（
法
第
三
十
九
条
の
二
第
一
項

に
規
定
す
る
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
」
と
い

う
。
）
を
除
く
。
）
若
し
く
は
法
第
二
十
四
条
第
二
項

に
規
定
す
る
家
庭
的
保
育
事
業
等
の
認
可
を
取
り
消

さ
れ
た
も
の
又
は
認
定
こ
ど
も
園
法
第
二
十
二
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の

（
市
町
村
が
処
理
す
る
事
務
の
範
囲
等
）

第
二
条

児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十

四
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
第

十
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
受
理
に
関
す

る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪

市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
守
口
市
、
枚
方
市
、

羽
曳
野
市
、
藤
井
寺
市
、
東
大
阪
市
及
び
四
條
畷
市
を

除
く
。
）
、
町
（
島
本
町
及
び
忠
岡
町
を
除
く
。
）
及

び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町

又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

２

法
、
児
童
福
祉
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生

省
令
第
十
一
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い

う
。
）
及
び
大
阪
府
児
童
福
祉
施
設
の
設
備
及
び
運
営

に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
（
平
成
二
十
四
年
大
阪

府
条
例
第
百
三
号
）
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲

げ
る
事
務
（
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
務

に
あ
っ
て
は
法
第
三
十
六
条
に
規
定
す
る
助
産
施
設

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
助
産
施
設
」
と
い
う
。
）
、

法
第
三
十
八
条
に
規
定
す
る
母
子
生
活
支
援
施
設
（
以

下
こ
の
条
に
お
い
て
「
母
子
生
活
支
援
施
設
」
と
い

う
。
）
、
法
第
三
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
保
育
所

（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
保
育
所
」
と
い
う
。
）
及

び
児
童
館
に
係
る
も
の
に
限
り
、
第
五
号
か
ら
第
七
号

ま
で
、
第
十
号
及
び
第
二
十
一
号
か
ら
第
二
十
三
号
ま

で
に
掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
府
以
外
の
者
の
設
置

す
る
助
産
施
設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
、
保
育
所
及
び

児
童
館
に
係
る
も
の
に
限
り
、
第
十
一
号
か
ら
第
十
五

号
ま
で
に
掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
法
第
六
条
の
三

第
九
項
か
ら
第
十
二
項
ま
で
若
し
く
は
第
三
十
九
条

第
一
項
に
規
定
す
る
業
務
を
目
的
と
す
る
施
設
で
あ

っ
て
法
第
三
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
若

し
く
は
就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等
の

総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年

法
律
第
七
十
七
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
認
定
こ

ど
も
園
法
」
と
い
う
。
）
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
届

出
を
し
て
い
な
い
も
の
又
は
法
第
三
十
四
条
の
十
五

第
二
項
若
し
く
は
第
三
十
五
条
第
四
項
の
認
可
若
し

く
は
認
定
こ
ど
も
園
法
第
十
七
条
第
一
項
の
認
可
を

受
け
て
い
な
い
も
の
（
法
第
五
十
八
条
第
一
項
の
規
定

に
よ
り
児
童
福
祉
施
設
（
法
第
三
十
九
条
の
二
第
一
項

に
規
定
す
る
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
」
と
い

う
。
）
を
除
く
。
）
若
し
く
は
法
第
二
十
四
条
第
二
項

に
規
定
す
る
家
庭
的
保
育
事
業
等
の
認
可
を
取
り
消

さ
れ
た
も
の
又
は
認
定
こ
ど
も
園
法
第
二
十
二
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
の

1
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認
可
を
取
り
消
さ
れ
た
も
の
を
含
む
。
）
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
認
可
外
保
育
施
設
」
と
い
う
。
）
に
係

る
も
の
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す

る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
大
東
市
及
び
交
野
市
を
除

く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
（
豊
中
市
、

高
槻
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
及
び
東
大
阪
市
の
区
域
に

あ
っ
て
は
児
童
館
に
係
る
事
務
に
限
り
、
富
田
林
市
、

太
子
町
及
び
千
早
赤
阪
村
の
区
域
に
あ
っ
て
は
保
育

所
、
児
童
館
及
び
認
可
外
保
育
施
設
に
係
る
事
務
に
限

り
、
四
條
畷
市
の
区
域
に
あ
っ
て
は
助
産
施
設
及
び
母

子
生
活
支
援
施
設
に
係
る
事
務
に
限
り
、
摂
津
市
の
区

域
に
あ
っ
て
は
助
産
施
設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
及
び

認
可
外
保
育
施
設
に
係
る
事
務
に
限
る
。
）
は
、
そ
れ

ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
二
十
三

（
略
）

第
三
条

身
体
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第

二
百
八
十
三
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」
と
い

う
。
）
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五

年
政
令
第
七
十
八
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
政
令
」

と
い
う
。
）
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
施
行
規
則
（
昭
和

二
十
五
年
厚
生
省
令
第
十
五
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
「
省
令
」
と
い
う
。
）
及
び
法
の
施
行
に
関
す
る
事

項
を
定
め
た
規
則
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ

る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪

市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
及

び
東
大
阪
市
を
除
く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に
係
る

も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る

こ
と
と
す
る
。

一
―
六

（
略
）

２

法
及
び
政
令
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る

事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、

堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
守
口
市
、
枚
方
市
、
八
尾

市
、
羽
曳
野
市
、
藤
井
寺
市
、
東
大
阪
市
及
び
四
條
畷

市
を
除
く
。
）
、
町
（
島
本
町
及
び
忠
岡
町
を
除
く
。
）

及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、

町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
十
三

（
略
）

第
五
条

（
略
）

２

法
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、

豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
及
び
東
大
阪
市

を
除
く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
（
岸
和

田
市
、
池
田
市
、
吹
田
市
、
泉
大
津
市
、
貝
塚
市
、
守

口
市
、
茨
木
市
、
泉
佐
野
市
、
富
田
林
市
、
寝
屋
川
市
、

河
内
長
野
市
、
松
原
市
、
大
東
市
、
和
泉
市
、
箕
面
市
、

柏
原
市
、
羽
曳
野
市
、
門
真
市
、
摂
津
市
、
高
石
市
、

藤
井
寺
市
、
泉
南
市
、
四
條
畷
市
、
交
野
市
、
大
阪
狭

山
市
、
阪
南
市
、
忠
岡
町
及
び
千
早
赤
阪
村
の
区
域
に

あ
っ
て
は
老
人
福
祉
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三

十
三
号
）
第
二
十
条
の
七
に
規
定
す
る
老
人
福
祉
セ
ン

タ
ー
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
」

と
い
う
。
）
に
係
る
事
務
に
限
り
、
島
本
町
、
豊
能
町
、

能
勢
町
、
熊
取
町
、
田
尻
町
、
岬
町
、
太
子
町
及
び
河

南
町
の
区
域
に
あ
っ
て
は
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
及
び

法
第
二
条
第
三
項
第
十
一
号
に
規
定
す
る
隣
保
事
業

に
係
る
事
務
に
限
る
。
）
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町

又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
六

（
略
）

認
可
を
取
り
消
さ
れ
た
も
の
を
含
む
。
）
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
認
可
外
保
育
施
設
」
と
い
う
。
）
に
係

る
も
の
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す

る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
大
東
市
及
び
交
野
市
を
除

く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
（
豊
中
市
、

高
槻
市
、
枚
方
市
及
び
東
大
阪
市
の
区
域
に
あ
っ
て
は

児
童
館
に
係
る
事
務
に
限
り
、
富
田
林
市
、
太
子
町
及

び
千
早
赤
阪
村
の
区
域
に
あ
っ
て
は
保
育
所
、
児
童
館

及
び
認
可
外
保
育
施
設
に
係
る
事
務
に
限
り
、
四
條
畷

市
の
区
域
に
あ
っ
て
は
助
産
施
設
及
び
母
子
生
活
支

援
施
設
に
係
る
事
務
に
限
り
、
摂
津
市
の
区
域
に
あ
っ

て
は
助
産
施
設
、
母
子
生
活
支
援
施
設
及
び
認
可
外
保

育
施
設
に
係
る
事
務
に
限
る
。
）
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該

市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
二
十
三

（
略
）

第
三
条

身
体
障
害
者
福
祉
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第

二
百
八
十
三
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」
と
い

う
。
）
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五

年
政
令
第
七
十
八
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
政
令
」

と
い
う
。
）
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
施
行
規
則
（
昭
和

二
十
五
年
厚
生
省
令
第
十
五
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い

て
「
省
令
」
と
い
う
。
）
及
び
法
の
施
行
に
関
す
る
事

項
を
定
め
た
規
則
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ

る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪

市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
及
び
東
大
阪

市
を
除
く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、

そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す

る
。

一
―
六

（
略
）

２

法
及
び
政
令
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る

事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、

堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
守
口
市
、
枚
方
市
、
羽
曳

野
市
、
藤
井
寺
市
、
東
大
阪
市
及
び
四
條
畷
市
を
除

く
。
）
、
町
（
島
本
町
及
び
忠
岡
町
を
除
く
。
）
及
び

村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町
又

は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
十
三

（
略
）

第
五
条

（
略
）

２

法
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、

豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
及
び
東
大
阪
市
を
除
く
。
）
、

町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
（
岸
和
田
市
、
池
田
市
、

吹
田
市
、
泉
大
津
市
、
貝
塚
市
、
守
口
市
、
茨
木
市
、

八
尾
市
、
泉
佐
野
市
、
富
田
林
市
、
寝
屋
川
市
、
河
内

長
野
市
、
松
原
市
、
大
東
市
、
和
泉
市
、
箕
面
市
、
柏

原
市
、
羽
曳
野
市
、
門
真
市
、
摂
津
市
、
高
石
市
、
藤

井
寺
市
、
泉
南
市
、
四
條
畷
市
、
交
野
市
、
大
阪
狭
山

市
、
阪
南
市
、
忠
岡
町
及
び
千
早
赤
阪
村
の
区
域
に
あ

っ
て
は
老
人
福
祉
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
三
十

三
号
）
第
二
十
条
の
七
に
規
定
す
る
老
人
福
祉
セ
ン
タ

ー
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
」

と
い
う
。
）
に
係
る
事
務
に
限
り
、
島
本
町
、
豊
能
町
、

能
勢
町
、
熊
取
町
、
田
尻
町
、
岬
町
、
太
子
町
及
び
河

南
町
の
区
域
に
あ
っ
て
は
老
人
福
祉
セ
ン
タ
ー
及
び

法
第
二
条
第
三
項
第
十
一
号
に
規
定
す
る
隣
保
事
業

に
係
る
事
務
に
限
る
。
）
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町

又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
六

（
略
）
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第
六
条

老
人
福
祉
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」

と
い
う
。
）
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事

務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、

堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
守
口
市
、
枚
方
市
、
八
尾

市
、
大
東
市
、
羽
曳
野
市
、
門
真
市
、
摂
津
市
、
藤
井

寺
市
、
東
大
阪
市
、
四
條
畷
市
及
び
交
野
市
を
除
く
。
）
、

町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該

市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
九

（
略
）

２

法
並
び
に
大
阪
府
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
設
備

及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
（
平
成
二
十

四
年
大
阪
府
条
例
第
百
十
四
号
）
及
び
そ
の
施
行
に
関

す
る
事
項
を
定
め
た
規
則
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次

に
掲
げ
る
事
務
（
法
第
二
十
条
の
五
に
規
定
す
る
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
定
員
二
十
九
人
以
下
の
も
の
に
限

る
。
）
に
係
る
事
務
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
、
府
の
区

域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻

市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
、
門
真
市
、
東
大
阪
市
、
四
條

畷
市
及
び
交
野
市
を
除
く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に

係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理

す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
八

（
略
）

３

法
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、

豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
、
摂
津
市
、
藤

井
寺
市
、
東
大
阪
市
、
四
條
畷
市
及
び
交
野
市
を
除

く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
（
大
東
市
の

区
域
に
あ
っ
て
は
、
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第

百
二
十
三
号
）
第
八
条
第
二
十
一
項
に
規
定
す
る
地
域

密
着
型
特
定
施
設
で
あ
る
施
設
に
係
る
事
務
に
限

る
。
）
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す

る
こ
と
と
す
る
。

一
―
三

（
略
）

四

法
第
二
十
九
条
第
九
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の

受
理
に
関
す
る
事
務

五

法
第
二
十
九
条
第
十
項
の
規
定
に
よ
る
公
表
に

関
す
る
事
務

六

法
第
二
十
九
条
第
十
一
項
の
報
告
の
徴
収
並
び

に
同
項
の
規
定
に
よ
る
質
問
及
び
立
入
検
査
に
関

す
る
事
務

七

法
第
二
十
九
条
第
十
三
項
の
規
定
に
よ
る
命
令

に
関
す
る
事
務

八

法
第
二
十
九
条
第
十
四
項
の
規
定
に
よ
る
命
令

に
関
す
る
事
務

九

法
第
二
十
九
条
第
十
五
項
の
規
定
に
よ
る
公
示

に
関
す
る
事
務

十

法
第
二
十
九
条
第
十
六
項
の
規
定
に
よ
る
通
知

に
関
す
る
事
務

十
一

法
第
二
十
九
条
第
十
七
項
の
援
助
に
関
す
る

事
務

第
七
条

母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法
（
昭
和
三

十
九
年
法
律
第
百
二
十
九
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「
法
」
と
い
う
。
）
、
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福

祉
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
九
年
政
令
第
二
百
二
十
四

号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）
、
児

童
扶
養
手
当
法
施
行
令
及
び
母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法

施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
十
四
年
政
令

第
二
百
七
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
改
正
政
令
」

第
六
条

老
人
福
祉
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」

と
い
う
。
）
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事

務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、

堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
守
口
市
、
枚
方
市
、
大
東

市
、
羽
曳
野
市
、
門
真
市
、
摂
津
市
、
藤
井
寺
市
、
東

大
阪
市
、
四
條
畷
市
及
び
交
野
市
を
除
く
。
）
、
町
及

び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町

又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
九

（
略
）

２

法
並
び
に
大
阪
府
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
設
備

及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
（
平
成
二
十

四
年
大
阪
府
条
例
第
百
十
四
号
）
及
び
そ
の
施
行
に
関

す
る
事
項
を
定
め
た
規
則
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次

に
掲
げ
る
事
務
（
法
第
二
十
条
の
五
に
規
定
す
る
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
定
員
二
十
九
人
以
下
の
も
の
に
限

る
。
）
に
係
る
事
務
に
限
る
。
）
で
あ
っ
て
、
府
の
区

域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻

市
、
枚
方
市
、
門
真
市
、
東
大
阪
市
、
四
條
畷
市
及
び

交
野
市
を
除
く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の

は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と

と
す
る
。

一
―
八

（
略
）

３

法
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、

豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
、
摂
津
市
、
藤
井
寺
市
、

東
大
阪
市
、
四
條
畷
市
及
び
交
野
市
を
除
く
。
）
、
町

及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
（
大
東
市
の
区
域
に
あ
っ

て
は
、
介
護
保
険
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）

第
八
条
第
二
十
一
項
に
規
定
す
る
地
域
密
着
型
特
定

施
設
で
あ
る
施
設
に
係
る
事
務
に
限
る
。
）
は
、
そ
れ

ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
三

（
略
）

四

法
第
二
十
九
条
第
九
項
の
報
告
の
徴
収
並
び
に

同
項
の
規
定
に
よ
る
質
問
及
び
立
入
検
査
に
関
す

る
事
務

五

法
第
二
十
九
条
第
十
一
項
の
規
定
に
よ
る
命
令

に
関
す
る
事
務

六

法
第
二
十
九
条
第
十
二
項
の
規
定
に
よ
る
公
示

に
関
す
る
事
務

第
七
条

母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福
祉
法
（
昭
和
三

十
九
年
法
律
第
百
二
十
九
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「
法
」
と
い
う
。
）
、
母
子
及
び
父
子
並
び
に
寡
婦
福

祉
法
施
行
令
（
昭
和
三
十
九
年
政
令
第
二
百
二
十
四

号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）
、
児

童
扶
養
手
当
法
施
行
令
及
び
母
子
及
び
寡
婦
福
祉
法

施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
十
四
年
政
令

第
二
百
七
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
改
正
政
令
」
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と
い
う
。
）
及
び
法
の
施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た

規
則
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、

豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
及
び
東
大
阪
市

を
除
く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ

れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す

る
。

一
―
六

（
略
）

２

法
第
十
三
条
第
一
項
及
び
第
三
項
、
法
第
三
十
一
条

の
六
第
一
項
及
び
第
三
項
、
法
第
三
十
二
条
第
一
項
及

び
第
二
項
並
び
に
法
附
則
第
三
条
第
一
項
及
び
第
六

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
資
金
の
貸
付
け
に
係
る
相

談
及
び
指
導
（
当
該
貸
付
け
の
申
請
前
に
行
う
も
の
に

限
る
。
）
に
関
す
る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に

存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚

方
市
、
八
尾
市
及
び
東
大
阪
市
を
除
く
。
）
及
び
島
本

町
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
又
は
町

が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

第
九
条

介
護
保
険
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」

と
い
う
。
）
並
び
に
大
阪
府
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業

者
の
指
定
並
び
に
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の

人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
百
十
五
号
）
及
び
そ

の
施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
規
則
、
大
阪
府
指
定

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
指
定
並
び
に
指
定
介

護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営

並
び
に
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
に
係
る
介
護
予

防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準

を
定
め
る
条
例
（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
百
十

六
号
）
及
び
そ
の
施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
規
則

に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
（
第
一
号

及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
介
護
福
祉

施
設
サ
ー
ビ
ス
、
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
、
介
護
医

療
院
サ
ー
ビ
ス
及
び
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス
並
び

に
介
護
老
人
保
健
施
設
及
び
介
護
医
療
院
に
よ
り
行

わ
れ
る
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
短
期
入
所
療
養

介
護
、
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
及
び
介

護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
並
び
に
介
護
療
養
型
医

療
施
設
に
よ
り
行
わ
れ
る
短
期
入
所
療
養
介
護
及
び

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
に
係
る
も
の
を
除
き
、

第
三
号
、
第
四
号
、
第
十
一
号
、
第
十
三
号
か
ら
第
二

十
二
号
ま
で
及
び
第
二
十
六
号
か
ら
第
三
十
五
号
ま

で
に
掲
げ
る
事
務
に
あ
っ
て
は
介
護
老
人
保
健
施
設

及
び
介
護
医
療
院
に
よ
り
行
わ
れ
る
通
所
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
、
短
期
入
所
療
養
介
護
、
介
護
予
防
通
所

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
及
び
介
護
予
防
短
期
入
所
療

養
介
護
並
び
に
介
護
療
養
型
医
療
施
設
に
よ
り
行
わ

れ
る
短
期
入
所
療
養
介
護
及
び
介
護
予
防
短
期
入
所

療
養
介
護
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
で
あ
っ
て
、
府
の

区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高

槻
市
、
守
口
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
、
大
東
市
、
羽
曳

野
市
、
門
真
市
、
摂
津
市
、
藤
井
寺
市
、
東
大
阪
市
、

四
條
畷
市
及
び
交
野
市
を
除
く
。
）
、
町
（
島
本
町
を

除
く
。
）
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ

当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

と
い
う
。
）
及
び
法
の
施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た

規
則
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、

豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
及
び
東
大
阪
市
を
除
く
。
）
、

町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該

市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
六

（
略
）

２

法
第
十
三
条
第
一
項
及
び
第
三
項
、
法
第
三
十
一
条

の
六
第
一
項
及
び
第
三
項
、
法
第
三
十
二
条
第
一
項
及

び
第
二
項
並
び
に
法
附
則
第
三
条
第
一
項
及
び
第
六

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
資
金
の
貸
付
け
に
係
る
相

談
及
び
指
導
（
当
該
貸
付
け
の
申
請
前
に
行
う
も
の
に

限
る
。
）
に
関
す
る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に

存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚

方
市
及
び
東
大
阪
市
を
除
く
。
）
及
び
島
本
町
の
区
域

に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
又
は
町
が
処
理
す

る
こ
と
と
す
る
。

第
九
条

介
護
保
険
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」

と
い
う
。
）
並
び
に
大
阪
府
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業

者
の
指
定
並
び
に
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の

人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
百
十
五
号
）
及
び
そ

の
施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
規
則
、
大
阪
府
指
定

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
指
定
並
び
に
指
定
介

護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営

並
び
に
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
に
係
る
介
護
予

防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準

を
定
め
る
条
例
（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
百
十

六
号
）
及
び
そ
の
施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
規

則
、
大
阪
府
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
指
定

並
び
に
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
、

設
備
及
び
運
営
並
び
に
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等

に
係
る
介
護
予
防
の
た
め
の
効
果
的
な
支
援
の
方
法

に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
（
平
成
二
十
七
年
大
阪
府
条
例
第
二
十
六
号
）
附

則
第
二
条
及
び
第
四
条
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効

力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
大
阪
府
指
定
介
護
予
防

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の
指
定
並
び
に
指
定
介
護
予
防
サ

ー
ビ
ス
等
の
事
業
の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
並
び
に
指

定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
等
に
係
る
介
護
予
防
の
た
め

の
効
果
的
な
支
援
の
方
法
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る

条
例
及
び
そ
の
施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
規
則

並
び
に
大
阪
府
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の
指
定

並
び
に
指
定
居
宅
介
護
支
援
等
の
事
業
の
人
員
及
び

運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
（
平
成
二
十
六
年

大
阪
府
条
例
第
百
三
十
六
号
）
に
基
づ
く
事
務
の
う

ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
（
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ

る
事
務
に
あ
っ
て
は
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
、
介
護

保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
及
び
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス

並
び
に
介
護
老
人
保
健
施
設
に
よ
り
行
わ
れ
る
通
所

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
短
期
入
所
療
養
介
護
、
介
護

予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
及
び
介
護
予
防
短

期
入
所
療
養
介
護
並
び
に
介
護
療
養
型
医
療
施
設
に

よ
り
行
わ
れ
る
短
期
入
所
療
養
介
護
及
び
介
護
予
防

短
期
入
所
療
養
介
護
に
係
る
も
の
を
除
き
、
第
三
号
、

第
五
号
、
第
九
号
、
第
十
一
号
か
ら
第
二
十
号
ま
で
及

び
第
三
十
二
号
か
ら
第
四
十
一
号
ま
で
に
掲
げ
る
事

務
に
あ
っ
て
は
介
護
老
人
保
健
施
設
に
よ
り
行
わ
れ
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一
―
三

（
略
）

四
・
五

（
略
）

六

法
第
七
十
条
第
七
項
（
法
第
七
十
条
の
二
第
四
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

る
通
知
に
関
す
る
事
務

七

法
第
七
十
条
第
八
項
（
法
第
七
十
条
の
二
第
四
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

る
意
見
の
聴
取
に
関
す
る
事
務

八

法
第
七
十
条
第
九
項
（
法
第
七
十
条
の
二
第
四
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

る
条
件
の
付
加
に
関
す
る
事
務

九

法
第
七
十
条
第
十
項
（
法
第
七
十
条
の
二
第
四
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
協
議
に
関

す
る
事
務

十

法
第
七
十
条
第
十
一
項
（
法
第
七
十
条
の
二
第
四

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に

よ
る
条
件
の
付
加
に
関
す
る
事
務

十
一
―
二
十
二

（
略
）

二
十
三

法
第
百
十
五
条
の
二
第
四
項
（
法
第
百
十
五

の
十
一
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
七

十
条
の
二
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
の
規
定
に
よ
る
通
知
に
関
す
る
事
務

二
十
四

法
第
百
十
五
条
の
二
第
五
項
（
法
第
百
十
五

の
十
一
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
七

十
条
の
二
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
の
規
定
に
よ
る
意
見
の
聴
取
に
関
す
る
事
務

二
十
五

法
第
百
十
五
条
の
二
第
六
項
（
法
第
百
十
五

の
十
一
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
七

十
条
の
二
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
の
規
定
に
よ
る
条
件
の
付
加
に
関
す
る
事
務

る
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
、
短
期
入
所
療
養
介

護
、
介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
及
び
介
護

予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
並
び
に
介
護
療
養
型
医
療

施
設
に
よ
り
行
わ
れ
る
短
期
入
所
療
養
介
護
及
び
介

護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）

で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺

市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
守
口
市
、
枚
方
市
、
大
東
市
、

羽
曳
野
市
、
門
真
市
、
摂
津
市
、
藤
井
寺
市
、
東
大
阪

市
、
四
條
畷
市
及
び
交
野
市
を
除
く
。
）、
町
（
島
本
町

を
除
く
。
）
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ

れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
三

（
略
）

四

法
第
四
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
に

関
す
る
事
務

五
・
六

（
略
）

七

法
第
七
十
条
第
七
項
（
法
第
七
十
条
の
二
第
四
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
協
議
に
関

す
る
事
務

八

法
第
七
十
条
第
八
項
（
法
第
七
十
条
の
二
第
四
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ

る
条
件
の
付
加
に
関
す
る
事
務

九
―
二
十

（
略
）

二
十
一

法
第
七
十
九
条
の
二
第
一
項
の
指
定
の
更

新
に
関
す
る
事
務

二
十
二

法
第
八
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
受
理
に
関
す
る
事
務

二
十
三

法
第
八
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
の
受
理
に
関
す
る
事
務

二
十
四

法
第
八
十
二
条
の
二
第
一
項
の
連
絡
調
整

及
び
援
助
に
関
す
る
事
務

二
十
五

法
第
八
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
命

令
、
同
項
の
出
頭
の
要
求
並
び
に
同
項
の
規
定
に
よ

る
質
問
及
び
立
入
検
査
に
関
す
る
事
務

二
十
六

法
第
八
十
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
勧
告
に
関
す
る
事
務

二
十
七

法
第
八
十
三
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ

る
公
表
に
関
す
る
事
務

二
十
八

法
第
八
十
三
条
の
二
第
三
項
の
規
定
に
よ

る
命
令
に
関
す
る
事
務

二
十
九

法
第
八
十
三
条
の
二
第
四
項
の
規
定
に
よ

る
公
示
に
関
す
る
事
務

三
十

法
第
八
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定

の
取
消
し
及
び
指
定
の
効
力
の
停
止
に
関
す
る
事

務
三
十
一

法
第
八
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
公
示
に
関
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二
十
六
―
三
十
五

（
略
）

第
十
条

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合

的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百

二
十
三
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）

並
び
に
大
阪
府
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の

指
定
並
び
に
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人

員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
百
七
号
）
及
び
そ
の

施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
規
則
、
大
阪
府
指
定
障

害
者
支
援
施
設
の
指
定
並
び
に
人
員
、
設
備
及
び
運
営

に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
（
平
成
二
十
四
年
大
阪

府
条
例
第
百
八
号
）
及
び
そ
の
施
行
に
関
す
る
事
項
を

定
め
た
規
則
並
び
に
大
阪
府
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事

業
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
百
十
号
）
及
び
そ
の

施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
規
則
に
基
づ
く
事
務

の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内

に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、

守
口
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
、
大
東
市
、
羽
曳
野
市
、

門
真
市
、
摂
津
市
、
藤
井
寺
市
、
東
大
阪
市
、
四
條
畷

市
及
び
交
野
市
を
除
く
。
）
、
町
（
島
本
町
を
除
く
。
）

及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、

町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一

法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
及
び

質
問
に
関
す
る
事
務
（
法
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す

る
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
及
び
同
条
第
十
八
項
に
規

定
す
る
計
画
相
談
支
援
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

二

法
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
及
び

質
問
に
関
す
る
事
務
（
法
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す

る
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
及
び
同
条
第
十
八
項
に
規

定
す
る
計
画
相
談
支
援
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

三
―
二
十
三

（
略
）

第
十
一
条

就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等

の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
く
事
務
の
う

ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
（
第
四
号
及
び
第
七
号
に
掲
げ

る
事
務
に
あ
っ
て
は
、
府
以
外
の
者
の
設
置
す
る
法
第

二
条
第
六
項
に
規
定
す
る
認
定
こ
ど
も
園
に
係
る
も

の
に
限
る
。
次
項
第
一
号
及
び
第
三
項
第
一
号
に
お
い

て
同
じ
。
）
で
あ
っ
て
、
大
阪
市
及
び
堺
市
の
区
域
に

係
る
も
の
は
、
当
該
市
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一

法
第
三
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
協
議
に
関
す

る
事
務

二

法
第
三
条
第
十
項
の
申
請
書
の
写
し
の
受
理
に

関
す
る
事
務

三

法
第
三
条
第
十
二
項
の
書
類
の
受
理
に
関
す
る

事
務

四

（
略
）

五

法
第
二
十
九
条
第
二
項
の
書
類
の
写
し
の
受
理

に
関
す
る
事
務

六

法
第
二
十
九
条
第
三
項
の
書
類
の
受
理
に
関
す

る
事
務

七

法
第
二
十
九
条
第
四
項
の
周
知
に
関
す
る
事
務

八

法
第
三
十
条
第
二
項
の
書
類
の
写
し
の
受
理
に

関
す
る
事
務

す
る
事
務

三
十
二
―
四
十
一

（
略
）

第
十
条

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合

的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百

二
十
三
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）

並
び
に
大
阪
府
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
の

指
定
並
び
に
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
の
人

員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
百
七
号
）
及
び
そ
の

施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
規
則
、
大
阪
府
指
定
障

害
者
支
援
施
設
の
指
定
並
び
に
人
員
、
設
備
及
び
運
営

に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例
（
平
成
二
十
四
年
大
阪

府
条
例
第
百
八
号
）
及
び
そ
の
施
行
に
関
す
る
事
項
を

定
め
た
規
則
並
び
に
大
阪
府
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事

業
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

（
平
成
二
十
四
年
大
阪
府
条
例
第
百
十
号
）
及
び
そ
の

施
行
に
関
す
る
事
項
を
定
め
た
規
則
に
基
づ
く
事
務

の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内

に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、

守
口
市
、
枚
方
市
、
大
東
市
、
羽
曳
野
市
、
門
真
市
、

摂
津
市
、
藤
井
寺
市
、
東
大
阪
市
、
四
條
畷
市
及
び
交

野
市
を
除
く
。
）
、
町
（
島
本
町
を
除
く
。
）
及
び
村

の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は

村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一

法
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
及
び

質
問
に
関
す
る
事
務
（
法
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す

る
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
及
び
同
条
第
十
六
項
に
規

定
す
る
計
画
相
談
支
援
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

二

法
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
及
び

質
問
に
関
す
る
事
務
（
法
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す

る
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
及
び
同
条
第
十
六
項
に
規

定
す
る
計
画
相
談
支
援
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）

三
―
二
十
三

（
略
）

第
十
一
条

就
学
前
の
子
ど
も
に
関
す
る
教
育
、
保
育
等

の
総
合
的
な
提
供
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（
以
下
こ
の

条
に
お
い
て
「
法
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
く
事
務
の
う

ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
（
第
四
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ

る
事
務
に
あ
っ
て
は
、
府
以
外
の
者
の
設
置
す
る
法
第

二
条
第
六
項
に
規
定
す
る
認
定
こ
ど
も
園
に
係
る
も

の
に
限
る
。
次
項
及
び
第
三
項
第
一
号
に
お
い
て
同

じ
。
）
で
あ
っ
て
、
大
阪
市
及
び
堺
市
の
区
域
に
係
る

も
の
は
、
当
該
市
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一

法
第
三
条
第
一
項
の
認
定
に
関
す
る
事
務

二

法
第
三
条
第
三
項
の
認
定
に
関
す
る
事
務

三

法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
取
消

し
に
関
す
る
事
務

四

（
略
）

五

法
第
二
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の

受
理
に
関
す
る
事
務

六

法
第
二
十
九
条
第
二
項
の
周
知
に
関
す
る
事
務

七

法
第
三
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
受

理
に
関
す
る
事
務

八

法
第
三
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
徴

収
に
関
す
る
事
務
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附

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

法
及
び
大
阪
府
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
の
要
件
並

び
に
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

（
平
成
十
八
年
大
阪
府
条
例
第
八
十
八
号
。
次
項
に
お

い
て
「
条
例
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、

次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ
っ
て
、
高
槻
市
の
区
域
に
係
る

も
の
は
、
高
槻
市
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一

前
項
第
四
号
か
ら
第
八
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
務

二

法
第
三
条
第
一
項
の
認
定
に
関
す
る
事
務

三

法
第
三
条
第
三
項
の
認
定
に
関
す
る
事
務

四

法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
認
定
の
取
消

し
に
関
す
る
事
務

五

法
第
二
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の

受
理
に
関
す
る
事
務

六

法
第
三
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
受

理
に
関
す
る
事
務

七

法
第
三
十
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
の
徴

収
に
関
す
る
事
務

３

（
略
）

一

第
一
項
第
四
号
及
び
第
七
号
に
掲
げ
る
事
務

二

前
項
第
二
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
務

三
―
十
一

（
略
）

第
十
二
条

公
職
選
挙
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令

第
八
十
九
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）

に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ
っ

て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊

中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
及
び
東
大
阪
市
を

除
く
。
）
、
町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ

ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

第
十
三
条

日
本
国
憲
法
の
改
正
手
続
に
関
す
る
法
律

施
行
令
（
平
成
二
十
二
年
政
令
第
百
三
十
五
号
。
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
く
事
務

の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内

に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、

枚
方
市
、
八
尾
市
及
び
東
大
阪
市
を
除
く
。
）
、
町
及

び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町

又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

２

法
及
び
大
阪
府
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
の
要
件
並

び
に
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

（
平
成
十
八
年
大
阪
府
条
例
第
八
十
八
号
。
次
項
に
お

い
て
「
条
例
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、

前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
務
で
あ
っ
て
、
高
槻
市
の
区
域

に
係
る
も
の
は
、
高
槻
市
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

３

（
略
）

一

第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
務

二
―
十

（
略
）

第
十
二
条

公
職
選
挙
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令

第
八
十
九
号
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）

に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ
っ

て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊

中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
及
び
東
大
阪
市
を
除
く
。
）
、

町
及
び
村
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該

市
、
町
又
は
村
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

第
十
三
条

日
本
国
憲
法
の
改
正
手
続
に
関
す
る
法
律

施
行
令
（
平
成
二
十
二
年
政
令
第
百
三
十
五
号
。
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
「
令
」
と
い
う
。
）
に
基
づ
く
事
務

の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ
っ
て
、
府
の
区
域
内

に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、

枚
方
市
及
び
東
大
阪
市
を
除
く
。
）
、
町
及
び
村
の
区

域
に
係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
、
町
又
は
村
が

処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
・
二

（
略
）

1
-
3
9



大
阪
府
条
例
第

号

大
阪
府
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
の
要
件
並
び
に
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準

を
定
め
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

第
一
条

大
阪
府
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
の
要
件
並
び
に
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定

め
る
条
例
（
平
成
十
八
年
大
阪
府
条
例
第
八
十
八
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で

示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条

大
阪
府
認
定
こ
ど
も
園
の
認
定
の
要
件
並
び
に
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定

め
る
条
例
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で

示
す
よ
う
に
改
正
す
る
。

改
正
後

改
正
前

附

則

８

当
分
の
間
、
第
三
十
二
条
第
三
項
の
表
備
考
１
に
規

定
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
小
学
校
教
諭
又
は
養
護
教
諭

を
も
っ
て
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
当
該
小
学
校
教
諭
又
は
養
護
教
諭
は
同
表
備
考
１

に
規
定
す
る
者
を
補
助
す
る
者
と
し
て
従
事
す
る
場

合
を
除
き
、
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
お
い
て
教

育
課
程
に
基
づ
く
教
育
に
従
事
し
て
は
な
ら
な
い
。

附

則

８

当
分
の
間
、
第
三
十
二
条
第
三
項
の
表
備
考
１
に
規

定
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
小
学
校
教
諭
又
は
養
護
教
諭

を
も
っ
て
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い

て
、
当
該
小
学
校
教
諭
又
は
保
育
教
諭
は
同
表
備
考
１

に
規
定
す
る
者
を
補
助
す
る
者
と
し
て
従
事
す
る
場

合
を
除
き
、
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
に
お
い
て
教

育
課
程
に
基
づ
く
教
育
に
従
事
し
て
は
な
ら
な
い
。

改
正
後

改
正
前

（
認
定
要
件
）

第
三
条

（
略
）

一

（
略
）

イ

幼
稚
園
教
育
要
領
（
平
成
二
十
九
年
文
部
科
学

省
告
示
第
六
十
二
号
）
に
従
っ
て
編
成
さ
れ
た
教

育
課
程
に
基
づ
く
教
育
を
行
う
ほ
か
、
当
該
教
育

の
た
め
の
時
間
の
終
了
後
、
在
籍
し
て
い
る
子
ど

も
の
う
ち
保
育
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
に
該
当

す
る
者
に
対
す
る
教
育
を
行
う
幼
稚
園

ロ

（
略
）

二
・
三

（
略
）

２

（
略
）

（
教
育
及
び
保
育
の
計
画
）

第
十
五
条

認
定
こ
ど
も
園
は
、
法
第
六
条
に
基
づ
き
、

幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
教
育
・
保
育
要
領
（
平

成
内
閣
府
二
十
九
年
文
部
科
学
省
告
示
第
一
号
）
を

踏
ま
え
る
と
厚
生
労
働
省
と
も
に
、
幼
稚
園
教
育
要

領
及
び
保
育
所
保
育
指
針
（
平
成
二
十
九
年
厚
生
労

働
省
告
示
第
百
十
七
号
）
に
基
づ
き
、
並
び
に
子
ど

も
の
一
日
の
生
活
の
リ
ズ
ム
及
び
集
団
生
活
の
経
験

年
数
が
異
な
る
こ
と
等
の
認
定
こ
ど
も
園
に
固
有
の

事
情
に
配
慮
し
、
幼
稚
園
に
お
け
る
教
育
課
程
及
び

保
育
所
に
お
け
る
保
育
計
画
の
双
方
の
性
格
を
有
す

る
教
育
及
び
保
育
に
関
す
る
全
体
的
な
計
画
を
作
成

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
認
定
要
件
）

第
三
条

（
略
）

一

（
略
）

イ

幼
稚
園
教
育
要
領
（
平
成
二
十
年
文
部
科
学
省

告
示
第
二
十
六
号
）
に
従
っ
て
編
成
さ
れ
た
教
育

課
程
に
基
づ
く
教
育
を
行
う
ほ
か
、
当
該
教
育
の

た
め
の
時
間
の
終
了
後
、
在
籍
し
て
い
る
子
ど
も

の
う
ち
保
育
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
に
該
当
す

る
者
に
対
す
る
教
育
を
行
う
幼
稚
園

ロ

（
略
）

二
・
三

（
略
）

２

（
略
）

（
教
育
及
び
保
育
の
計
画
）

第
十
五
条

認
定
こ
ど
も
園
は
、
法
第
六
条
に
基
づ
き
、

幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
教
育
・
保
育
要
領
（
平

成
内
閣
府
二
十
六
年
文
部
科
学
省
告
示
第
一
号
）
を

踏
ま
え
る
と
厚
生
労
働
省
と
も
に
、
幼
稚
園
教
育
要

領
及
び
保
育
所
保
育
指
針
（
平
成
二
十
年
厚
生
労
働

省
告
示
第
百
四
十
一
号
）
に
基
づ
き
、
並
び
に
子
ど

も
の
一
日
の
生
活
の
リ
ズ
ム
及
び
集
団
生
活
の
経
験

年
数
が
異
な
る
こ
と
等
の
認
定
こ
ど
も
園
に
固
有
の

事
情
に
配
慮
し
、
幼
稚
園
に
お
け
る
教
育
課
程
及
び

保
育
所
に
お
け
る
保
育
計
画
の
双
方
の
性
格
を
有
す

る
教
育
及
び
保
育
に
関
す
る
全
体
的
な
計
画
を
作
成

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

1
-
4
0



附

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
一
条
の
規
定
は
、
公

布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

1
-
4
1



大
阪
府
条
例
第

号

大
阪
府
文
化
財
保
護
法
に
基
づ
く
事
務
に
係
る
事
務
処
理
の
特
例
に
関
す
る
条

例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

大
阪
府
文
化
財
保
護
法
に
基
づ
く
事
務
に
係
る
事
務
処
理
の
特
例
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十

二
年
大
阪
府
条
例
第
三
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
の
改
正
前
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
を
同
表
の
改
正
後
の
欄
に
掲
げ
る
規
定
に
傍
線
で
示

す
よ
う
に
改
正
す
る
。

附

則

こ
の
条
例
は
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

改
正
後

改
正
前

（
市
町
村
が
処
理
す
る
事
務
の
範
囲
等
）

第
二
条

（
略
）

一
―
三

（
略
）

四

法
第
五
十
三
条
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に

よ
る
公
開
の
許
可
（
公
開
に
係
る
重
要
文
化
財
が
府

の
区
域
内
に
存
す
る
も
の
の
み
で
あ
る
場
合
（
大
阪

市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市

又
は
東
大
阪
市
の
区
域
内
に
お
い
て
公
開
が
行
わ

れ
、
か
つ
、
当
該
公
開
に
係
る
重
要
文
化
財
が
当
該

市
の
区
域
内
に
存
す
る
も
の
の
み
で
あ
る
場
合
を

除
く
。
）
に
限
る
。
）
に
係
る
通
知
に
関
す
る
事
務

五

法
第
五
十
三
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
公
開
の

停
止
命
令
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、

枚
方
市
、
八
尾
市
又
は
東
大
阪
市
の
区
域
内
に
お

い
て
公
開
が
行
わ
れ
、
か
つ
、
当
該
公
開
に
係
る

重
要
文
化
財
が
当
該
市
の
区
域
内
に
存
す
る
も
の

の
み
で
あ
る
場
合
を
除
く
。）
に
係
る
通
知
に
関
す

る
事
務

六
―
十
二

（
略
）

２

法
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
及
び
東
大

阪
市
の
区
域
に
係
る
も
の
は
、
当
該
市
が
処
理
す
る
こ

と
と
す
る
。

一
―
七

（
略
）

３

法
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、

豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
、
八
尾
市
及
び
東
大
阪
市

を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
区
域
に

係
る
も
の
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
が
処
理
す
る
こ
と
と

す
る
。

一
―
五

（
略
）

４
・
５

（
略
）

（
市
町
村
が
処
理
す
る
事
務
の
範
囲
等
）

第
二
条

（
略
）

一
―
三

（
略
）

四

法
第
五
十
三
条
第
一
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に

よ
る
公
開
の
許
可
（
公
開
に
係
る
重
要
文
化
財
が
府

の
区
域
内
に
存
す
る
も
の
の
み
で
あ
る
場
合
（
大
阪

市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
又
は
東
大

阪
市
の
区
域
内
に
お
い
て
公
開
が
行
わ
れ
、
か
つ
、

当
該
公
開
に
係
る
重
要
文
化
財
が
当
該
市
の
区
域

内
に
存
す
る
も
の
の
み
で
あ
る
場
合
を
除
く
。
）
に

限
る
。
）
に
係
る
通
知
に
関
す
る
事
務

五

法
第
五
十
三
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
公
開
の

停
止
命
令
（
大
阪
市
、
堺
市
、
豊
中
市
、
高
槻
市
、

枚
方
市
又
は
東
大
阪
市
の
区
域
内
に
お
い
て
公
開

が
行
わ
れ
、
か
つ
、
当
該
公
開
に
係
る
重
要
文
化
財

が
当
該
市
の
区
域
内
に
存
す
る
も
の
の
み
で
あ
る

場
合
を
除
く
。
）
に
係
る
通
知
に
関
す
る
事
務

六
―
十
二

（
略
）

２

法
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
及
び
東
大
阪
市
の
区

域
に
係
る
も
の
は
、
当
該
市
が
処
理
す
る
こ
と
と
す

る
。

一
―
七

（
略
）

３

法
に
基
づ
く
事
務
の
う
ち
、
次
に
掲
げ
る
事
務
で
あ

っ
て
、
府
の
区
域
内
に
存
す
る
市
（
大
阪
市
、
堺
市
、

豊
中
市
、
高
槻
市
、
枚
方
市
及
び
東
大
阪
市
を
除
く
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
区
域
に
係
る
も
の

は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
市
が
処
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

一
―
五

（
略
）

４
・
５

（
略
）

1
-
4
2


